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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、中華人民共和国（以下、「中国」と記す）政府からの技術協力の

要請に基づき、2007年6月1日から4年間の計画で、技術協力プロジェクト「草原における環境保全

型節水灌漑モデル事業」を実施しています。 

今般、4年間の協力期間の中間地点にある本プロジェクトが、期待される成果を発現しつつ順調

に実施されているかを包括的に検証するとともに、プロジェクト目標の達成を見据えた協力期間

後半の活動の方向性について提言を行うため、2009年4月13日から4月29日まで当機構農村開発部

水田地帯グループ水田地帯第二課長大木智之を団長/総括とする中間レビュー調査を実施しました。 

調査団は、中国側と合同中間評価チームを構成し、本プロジェクトの投入実績、活動実績、計

画達成度を確認し、課題・問題点を整理したうえで、JICA事業評価ガイドラインに基づき、5項目

（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から評価するとともに、今後の活

動の方向性について関係者と協議し、提言を行いました。また、これら調査・評価結果について、

協議議事録（M/M）に取りまとめ、署名交換を行いました。 

本報告書が、本プロジェクトの今後の推進に役立つとともに、この技術協力が両国の友好・親

善の一層の発展に寄与することを期待します。 

最後に、調査の実施にあたりご協力とご支援を頂いた内外の関係者の皆さまに対し、心より感

謝申し上げます。 

 

平成21年5月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 小原 基文 
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プロジェクト位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ● ：首都（北京） 

 ● ：自治区の首府（自治区水利庁の所在地） 

 ● ：モデル地区 

 

ウルムチ 

北京 

内モンゴル自治区 

フフホト

木塁県 

杭錦旗 

新疆ウイグル自治区 



写     真 
 

  

新彊ウイグル自治区水利庁でのヒアリング（ウルムチ市） 新彊ウイグル自治区木塁県水利局でのヒアリング（木塁県水利

局） 

  

 

「整備計画」作成マニュアル、事例集、研修コンテンツなどの成

果物 

木塁県モデル地区のプロジェクト・サイト （木塁県大石頭郷） 

  

春先に据え付けられるスプリンクラーの器材（木塁県大石頭郷） スプリンクラーの据付現場（木塁県大石頭郷） 



 

 

カザフ族牧民へのヒアリング（木塁県大石頭郷） 木塁県大石頭郷の牧民定住化村「石油牧民新村」 

  

内モンゴル自治区水利庁でのヒアリング（フフホト市） 内モンゴル自治区のモデル地区現場で遭遇した砂嵐（杭錦旗）

 

 

杭錦旗のモデル地区プロジェクト・サイト（伊和烏素鎮） 伊和烏素鎮対象牧戸斯登の家（伊和烏素鎮） 



 

斯登家のカシミヤヤギ（伊和烏素鎮） 斯登家の井戸と灌漑用パイプラインの器材（伊和烏素鎮） 

  

錫尼鎮対象牧戸紅衛の家（錫尼鎮） 紅衛家のモデル人工草地を紹介するする看板（錫尼鎮） 

 

 

  

地下管水路排水口と地上排水パイプ（錫尼鎮） 囲い込まれている人工草地（錫尼鎮） 



  

地上排水パイプの取り付け（錫尼鎮） 比較対象となる従来の灌漑方式を採用した圃場（錫尼鎮） 

  

第 2 回合同調整委員会に出席した中国側調査団（北京市） 第 2 回合同調整委員会に出席した日本側調査団（北京市） 

 

 

中間評価に係る協議議事録の調印式 1（北京市） 中間評価に係る協議議事録の調印式 2（北京市） 

 



 

略 語 表 

C/P Counterpart Personnel カウンターパート 

GPS Global Positioning System 全地球測位システム 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録（ミニッツ） 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マネジメント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PO Plan of Operation （プロジェクト）実施計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

（注）中国固有の面積単位：1畝（ムー）≒6.667a（アール）≒15分の1ha≒666.7㎡ 



評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：中華人民共和国 案件名：草原における環境保全型節水灌漑モデル事

業 

分野： 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA中国事務所 協力金額：総投入額 約1億7,000万円 

（R/D）：2007年6月～2011年5

月（4年間） 

先方関係機関：水利部、灌漑排水発展センター、新

疆ウイグル自治区水利庁、同省木塁県水利局、内モ

ンゴル自治区水利庁、同省杭錦旗水務局 

 日本側協力機関：農林水産省 

 

協力期間 

 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）北西部の乾燥・半乾燥地域では、過剰耕作、家畜の

過放牧等の人為的要因及び気候の変動等の自然的要因によって草原の荒廃、砂漠化が進行して

いる。現在、年間約200万haの速度で草原の荒廃が進行中で、中国全土の草原の65％は著しい荒

廃にさらされており、砂漠化等の影響を受けていない草原は10％に過ぎない現状にある。草原

の荒廃に伴い、自然生態環境は悪化し、植生率の低下によって、黄砂等の砂塵被害、土壌侵食

及び河川への土砂流入等の問題が生じている。これら生態環境の悪化は、人間の生活環境をも

悪化させているとともに国民経済の持続的発展にも悪影響を与えている。 

中国政府は、草原の荒廃、砂漠化による生態環境悪化の現状を踏まえ、耕作を止め草原に戻

す措置（退耕還草）及び放牧を止め草原に戻す措置（退牧還草）等により、草原における植生

の回復と生態環境の改善を図っている。また、草原法を制定する等、法律による草原の利用・

管理規制も強化している。さらに、①畜舎飼育との組み合わせによる放牧管理システム（禁牧、

休牧、輪牧等）を確立し、草原に対する負荷を減少させるとともに、併せて②同システムのた

めの人工草地を建設し、長期的な飼料生産を実現させる等の取り組みを行っている。 

人工草地において飼料の生産性を向上させるためには、灌漑施設による用水の供給が不可欠

であるが、その整備率は低く、旱魃等の自然災害に対する対応能力は脆弱である。また、既存

の灌漑施設は技術レベルが低く、設計、施工、維持管理などすべての面において改善が必要で

ある。このため、水利部は人工草地における灌漑施設の整備を今後一定期間内の重要な事業と

位置づけ、「全国牧区草原生態保護水資源保障計画」を定める等、灌漑施設の整備、節水灌漑に

関する技術の普及に努めている。しかし、対象地区の多くは、これまで牧畜が主体であったた

め、水資源の賦存量等の自然条件を踏まえた灌漑施設の整備に関する経験が少なく、又牧畜民

は灌漑農業の経験を有さないことから効率的に水を利用するためのシステムが構築されていな

い等、人工草地における節水灌漑に係るモデル的な整備手法が確立されていない状況にある。

このような背景の下、中国政府は、牧畜草原における合理的・計画的な節水灌漑システムを

確立するため、技術協力プロジェクト「草原における環境保全型節水灌漑モデル事業」を日本

政府に要請した。 

これを受け、JICAは、水利部灌漑排水発展センターを中心に新疆ウイグル自治区・内モンゴ

ル自治区の関係機関をカウンターパート（C/P）機関として、2007年6月より4年間の予定で技術

協力プロジェクトを開始した。 

 

 

 

 



１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

「全国牧区草原生態保護水資源保障11.5計画」（以下、「保障計画」と記す）の重点対象

地において、「人工草地における節水灌漑施設整備計画（施設配置、施設選択、節水灌漑

方式の選択、施設運営計画）」（以下、「整備計画」と記す）に基づく最適な節水灌漑シス

テムによる営農（牧畜）が行われ、天然草地に対する放牧圧力が軽減する。 

 

（２）プロジェクト目標 

「保障計画」の重点対象地に普及可能なモデル的な「整備計画」策定手法が確立する。

 

（３）成 果 

成果１：「整備計画」策定マニュアルが作成される。 

成果２：モデル地区において、「整備計画」の効果が検証される。 

成果３：「整備計画」策定手法を普及するための研修コンテンツが完成し、「保障計画」

の重点対象地の技術者を対象とした研修が開始される。 

 

（４）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣 3名     機材供与        7,591万7,000円 

短期専門家派遣 0名     ローカルコスト負担   2,388万9,000円 

研修員受入   10名 

相手国側： 

C/P配置 述べ73名 

執務スペース提供 

ローカルコスト負担 5,104万8,000円（345万5,000元） 

 

２．評価調査団の概要 

 調査者 団長/総括：大木智之（JICA 農村開発部 水田地帯グループ 水田地帯第二課長） 

乾燥地農業/農村計画：天谷孝夫（国立大学法人 岐阜大学 応用生物科学部 教授）

節水灌漑：柏原学（農林水産省 農村振興局 整備部 設計課長補佐） 

計画管理：佐藤恭之（JICA 農村開発部 水田地帯グループ 水田地帯第二課） 

調査企画：松本丞史（JICA 中国事務所） 

評価分析：石里宏（株式会社三菱総合研究所 海外事業研究センター 国際戦略研究

グループ） 

調査期間 2008年2月26日～2008年3月8日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）活動実績 

プロジェクト活動は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づいてお

おむね計画どおり実施されている。 

 

（２）成果の達成状況 

１）成果1：「整備計画」策定マニュアルが作成される。 

「整備計画」策定マニュアルの編成作業は、2008年11月には1次稿、2009年3月には2

次稿が作成され、今後モデル地区での実証試験の結果を踏まえた2次稿の改定を経て、



2010年の12月頃までに完成し、プロジェクトの終了までに水利部の公式な承認を得る

見通しとなっている。同時に、中国独自に進めているプロジェクトの計画的、効率的

実施のために「整備計画」策定マニュアルが有効活用されるよう、中国における「整

備計画」の位置づけについて日本・中国間で明確な認識をもつ必要がある。 

 

２）成果2：モデル地区において、「整備計画」の効果が検証される。 

モデル地区における「整備計画」の効果の検証については、初年度における実証試

験計画の立案とC/P・農牧民への試験目的・方法の説明やデータ収集方法などの指導、

及び2008年における実証試験は専門家とC/Pの努力よりいずれも予定どおり実施され

た。 

試験の実施については、新彊ウイグル自治区木塁県では数十年ぶりの旱魃のため当

初予定したアルファルファの複数回収穫ができなかったものの、1回の収穫に関するデ

ータの収集・整理ができており、試験計画でめざした効果も確認できている。一方の

内モンゴル自治区杭錦旗では、対象の9牧戸が広範囲に分散していることなどにより、

データの記録を農牧民が実施する体制をとっているが、結果的に十分なデータを得る

ことができなかった。それを教訓とし、今年度は複数の牧戸が一括で管理する300ムー

の人工草地を新たな実証試験の対象地として選定し、隣接する200ムーを比較対象とし

て設定している。これと同時に、既存の9牧戸に対するデータの記録・採取の指導を強

化することが望まれる。 

また、モデル地区における技術者や農牧民の研修においては、プロジェクトで作成

した研修コンテンツ（成果3）を活用して実施している。 

 

３）成果3：「整備計画」策定手法を普及するための研修コンテンツが完成し、「保障計画」

の重点対象地の技術者を対象とした研修が開始される。 

研修コンテンツの作成は計画的に進められている。既に完成した成果物は、節水灌

漑技術テキスト、牧区草原生態保護知識普及に係る読み物（中国語、カザフ語）、草原

生態保護の知識（中国語、カザフ語）、草原の生態環境保護・節水灌漑施設の整備（日

本語、中国語）を含む。 

研修については、モデル地区の水利（務）局を対象とするプロジェクト・サイクル・

マネジメント（PCM）研修、新彊ウイグル自治区イリ州と雲南省昆明市における技術

者研修（新彊ウイグル自治区水利庁と水利部がそれぞれ）を実施した。また、2008年

度に新彊のモデル地区の農牧民を対象に、「新彊天然草地生態保護と牧畜民定住プロジ

ェクト」（JICAプロジェクト）と連携し、営農研修を実施している。今後、「整備計画」

策定マニュアル編成作業の進度に合わせてのセミナー開催も企画している。 

 

（３）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、（プロジェクト）実施計画（PO）の

改定 

第2回運営指導調査（2008年2～3月実施）において、モデル地区の状況を考慮し、指標

を明確にするために見直しを行ったが、実証試験の開始前であったため、指標の具体的

な数値は入っていない状態であった。今回の調査では、プロジェクトが設定した、実証

試験の結果等を反映させた具体的な指標の妥当性を検討したうえで指標を設定した。ま

た、PDMの修正に伴いPOも併せて修正した。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

プロジェクトの上位目標とプロジェクト目標は中国の中長期的な政策目標に合致し、



日本政府の対中援助政策及びJICAの国別事業実施計画の重点分野にも整合している。ま

た、本プロジェクトは世界銀行が実施している援助事業とは補完関係にあり、今後はプ

ロジェクトの経験と知見が他ドナーとの交流・共有を通じて広く活用されることが期待

される。さらに、本プロジェクトは受益者である対象地域の技術者とモデル地区の農牧

民のニーズにも応えていることから、本プロジェクトの上位目標とプロジェクト目標は

現在も妥当である。 

 

（２）有効性 

プロジェクトがめざす3つの成果が実現しつつあり、有効性が現れている。①について

は、「整備計画」策定マニュアルの2次稿と2つのモデル地区の「整備計画」事例の完成に

より、今後マニュアルと事例集が出版される見通しがついている。②については、農牧

民向けの啓発普及用パンフレットの編集済みと実際の研修活動への活用、プロジェクト

の節水、有効灌漑量の増加、労働コストの低減と電気代の節約などにより、モデル地区

における「整備計画」の効果が検証されている。③については、技術者向けの研修材料

が編集され、実際の研修活動に活用されており、出版の準備も進んでいる。 

しかし、プロジェクト成果②における指標の達成状況を測るための諸条件の整備が十

分ではない。木塁県モデル地区の気象データの継続的な提供、杭錦旗モデル地区のプロ

ジェクト実施を担当する農牧民におけるデータを記録する習慣の定着化は課題として残

っている。杭錦旗のモデル地区では、必要なデータが十分に収集されなかったという問

題への対策として、新たな実証試験の対象地を選定したが、今後、各種の試験の実施に

より補完的なデータを収集すると同時に、既存の9牧戸の対象牧戸に対するデータの記

録・採取の指導を強化する必要がある。 

 

（３）効率性 

プロジェクト成果の達成度はおおむねこれまでに投入したコストに見合っている。研

修員の受入れ、長期専門家の派遣、供与機材の投入が予定されたスケジュールに沿って

進められており、プロジェクト活動の進捗がPOと照らし合わせても大きな遅れはないこ

とから、期間内の成果達成は問題がない。しかし、短期専門家の派遣は予定されたスケ

ジュールより遅れており、プロジェクト成果達成のために有効なタイミングと指導分野

での投入の速やかな実施が求められる。 

 

（４）インパクト 

水利部が推進している190以上の人工草地灌漑パイロット事業には本プロジェクトの2

つのモデル地区が含まれており、プロジェクトがめざしている3つの成果の水利部パイロ

ット事業への波及効果の実現、ひいては重点対象地域における天然草地への放牧圧力の

軽減という上位目標の達成が期待される。また、上位目標に至るまでの外部条件への影

響については、プロジェクトの実施がジェンダーの格差の縮小にプラスの影響を及ぼす

ことが認められる。さらに、関連する国家政策と技術者研修活動の長期的継続の見込み

及びモデル事業のデモンストレーション効果が確認されたことから、外部からの負の影

響を受ける可能性が低いとみられる一方、プロジェクト目標の達成は生態環境の改善に

正のインパクトを与えるものと期待される。 

もっとも、本プロジェクトの成果の波及効果を測るために、現時点における水利部が

推進している190以上のパイロット事業関連情報の日本・中国双方での共有が必要とな

る。 

 

 



（５）自立発展性 

自立発展性については、実施機関のオーナーシップ姿勢、中国側における今後の持続

的な財政投入の見込み及び研修活動の継続的な実施の予定などが確認されたことから、

プロジェクト目標と上位目標がめざしている効果は援助終了後も持続するものと推察さ

れる。 

一方、節水灌漑に取り組むうえで、営農との関係は切り離して考えることはできない

ため、JICAの協力プログラム「乾燥地における生態環境の保全プログラム」として営農

や経営を重点的に実施している他の2件の技術協力プロジェクトと十分な情報交換や成

果の共有、他のプロジェクトで実施する現地研修への専門家相互派遣などの活動の継続

的な実施、営農や水管理による更なる節水の可能性についての意識醸成などが必要であ

る。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

本プロジェクトの計画段階より、国内各分野の専門家から構成された「乾燥地におけ

る生態環境の保全プログラム」国内支援委員会の発足とプロジェクトに対する支援活動

は、中国側のニーズの的確な把握と計画の適切な策定に貢献した。 

中国水利部が本プロジェクトの立上げの前から既に上位計画の立案に着手し、これが

いまだ公式発表の計画になっていないが、本プロジェクトのめざす目標と上位目標の設

定に重要な参考となっている。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト実施に関する新しい理念及びプロジェクトの管理とモニタリングに関す

る制度・手法・ノウハウの伝授における日本の長期専門家の入念な努力、並びに長期専

門家が現地C/Pとモデル地区農牧民との間で築きあげた良好な協力関係は、プロジェクト

が順調に進められてきた要因である。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

本プロジェクトの上位目標の達成において、プロジェクト成果の水利部パイロット事

業への波及効果が期待されているが、水利部が推進している190以上の人工草地灌漑パイ

ロット事業の現状は必ずしも明確ではない。水利部におけるデータの整理と更新が遅れ

ている問題が一因でもあり得るが、日本・中国間における情報の共有は改善する余地が

あるものと察知される。 

節水灌漑と営農とは密接な関係があるため、同じJICA協力プログラム「乾燥地におけ

る生態環境の保全プログラム」の下で営農や経営を重点的に実施している他の2件の技術

協力プロジェクトとの情報交換が重要であるにもかかわらず、これまで3件の間における

このような情報交換が十分に行われていなかった。これは中国側の縦割りの行政体系に

より、各プロジェクトの現地C/P間の交流が阻まれたことから生じた問題点ではあるが、

この問題の解決に向けて本件の中国側主管部門である水利部に働きかける必要がある。

 

（２）実施プロセスに関すること 

杭錦旗のモデル地区における1年目の実証試験では必要なデータが十分に収集されな

かったことは、対象の9牧戸が広範囲に分散し、井戸を各牧戸が所有・管理していること

に加え、農牧民のデータ記録の重要性に対する認識の不足に原因がある。 

 



３－５ 提 言 

（１）内モンゴル自治区杭錦旗のプロジェクトモデル地区9牧戸の農牧民と新たに指定する人

工草地を管理している農牧民に対する、実証試験を含むプロジェクトの目的説明や、デー

タの記録・採取の指導を更に強化する。 

（２）新疆ウイグル自治区木塁県の気象情報や水利部が実施している190以上のパイロット事

業の関連情報（事業名のリストと地域分布）等、プロジェクト実施に必要な情報を日本・

中国双方で共有する。 

（３）プロジェクト目標達成のために、有効なタイミングと指導分野での短期専門家の投入

を速やかに実施する。 

（４）プロジェクト効果の一層の促進をめざし、作物の成長に合わせた水管理等の技術を農

牧民に紹介する。 

（５）JICAの協力プログラム「乾燥地における生態環境の保全プログラム」の2件の技術協力

プロジェクト（「山西省雁門関地区生態環境回復及び貧困緩和プロジェクト」「新疆天然草

地生態保護と牧畜民定住プロジェクト」）と十分な情報交換や成果の共有をはじめ、各プロ

ジェクトで実施する現地研修への専門家相互派遣等を継続的に実施する。 

 

３－６ 教 訓 

（１）事前評価調査における基礎情報収集の精度の向上 

これまで本プロジェクトの上位目標とプロジェクト目標の設定が依拠した水利部の

「保障計画」が公式に認可・発表されていないドラフトであり、新しい「保障計画」が

いまだ作成中であるという事実が今回の中間レビュー調査からはじめて明らかとなっ

た。また、PDMにおけるプロジェクト目標と成果の指標における具体的な数値の設定が

今回の調査までできなかった。この2点はいずれも事前評価調査における基礎情報収集の

精度を高めることの重要な意味を示している。 

 

（２）中間時点での軌道修正とモニタリング強化 

杭錦旗のモデル地区における実証試験では、対象牧戸の広範囲な分散とデータ記録に

対する認識の不足により必要なデータが十分に収集されなかったことに鑑みて、中間レ

ビューの時点ではこれを教訓とし、複数の牧戸が一括で管理をしている人工草地を新た

な実証試験の対象地として選定し、補完的なデータの収集を図ると同時に、既存の対象

牧戸に対するデータの記録・採取の指導を強化する対策を打ち出している。こうした中

間時点での軌道修正とモニタリングの強化は、プロジェクト実施の初期段階から現れた

問題点の時宜を得た解決に欠かせない重要な措置である。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ プロジェクトの背景と経緯 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）北西部の乾燥・半乾燥地域では、過剰耕作、家畜の過

放牧等の人為的要因及び気候の変動等の自然的要因によって草原の荒廃、砂漠化が進行している。

現在、年間約200万haの速度で草原の荒廃が進行中で、中国全土の草原の65％は著しい荒廃にさら

されており、砂漠化等の影響を受けていない草原は10％に過ぎない現状にある。草原の荒廃に伴

い、自然生態環境は悪化し、植生率の低下によって、黄砂等の砂塵被害、土壌侵食及び河川への

土砂流入等の問題が生じている。これら生態環境の悪化は、人間の生活環境をも悪化させている

とともに国民経済の持続的発展にも悪影響を与えている。 

中国政府は、草原の荒廃、砂漠化による生態環境悪化の現状を踏まえ、耕作を止め草原に戻す

措置（退耕還草）及び放牧を止め草原に戻す措置（退牧還草）等により、草原における植生の回

復と生態環境の改善を図っている。また、草原法を制定する等、法律による草原の利用・管理規

制も強化している。さらに、①畜舎飼育との組み合わせによる放牧管理システム（禁牧、休牧、

輪牧等）を確立し、草原に対する負荷を減少させるとともに、併せて②同システムのための人工

草地を建設し、長期的な飼料生産を実現させる等の取り組みを行っている。 

人工草地において飼料の生産性を向上させるためには、灌漑施設による用水の供給が不可欠で

あるが、その整備率は低く、旱魃等の自然災害に対する対応能力は脆弱である。また、既存の灌

漑施設は技術レベルが低く、設計、施工、維持管理などすべての面において改善が必要である。

このため、水利部は人工草地における灌漑施設の整備を今後一定期間内の重要な事業と位置づけ、

「全国牧区草原生態保護水資源保障計画」を定める等、灌漑施設の整備、節水灌漑に関する技術

の普及に努めている。しかし、対象地区の多くは、これまで牧畜が主体であったため、水資源の

賦存量等の自然条件を踏まえた灌漑施設の整備に関する経験が少なく、又牧畜民は灌漑農業の経

験を有さないことから効率的に水を利用するためのシステムが構築されていない等、人工草地に

おける節水灌漑に係るモデル的な整備手法が確立されていない状況にある。 

このような背景の下、中国政府は、牧畜草原における合理的・計画的な節水灌漑システムを確

立するため、技術協力プロジェクト「草原における環境保全型節水灌漑モデル事業」を日本政府

に要請した。 

これを受け、JICAは、水利部灌漑排水発展センターを中心に新疆ウイグル自治区・内モンゴル

自治区の関係機関をカウンターパート（C/P）機関として、2007年6月より4年間の予定で技術協力

プロジェクトを開始し、現在、3名の長期専門家（チーフアドバイザー/制度、業務調整/研修計画、

節水灌漑）を北京に派遣中である。 

今回、プロジェクトの中間期にあたり、灌漑排水発展センターと合同で、本プロジェクトの目

標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性につい

て確認し、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的として、中間レビュー調査を実施

した。 

 

１－２ 調査の目的 

プロジェクトの中間にあたる2009年4月を契機として、以下の目的のため中間レビュー調査を実

施した。 
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（１）プロジェクトの中間地点における成果、活動実績、投入実績、計画達成度をプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（PDM）や（プロジェクト）実施計画（PO）に基づき確認する。 

（２）評価5項目の観点からプロジェクトを評価し、プロジェクト後半の実施に役立てる。 

（３）プロジェクト実施のプロセスを関係者間で共有し、プロジェクト後半及びその後の展開

に向けた共通認識を醸成する。 

（４）プロジェクト後半に向けた課題・懸案事項を明確化し、解決方法を検討する。 

（５）プロジェクト後半の活動計画や投入計画を明確にする。 

 

１－３ 調査団の構成、担当業務 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 大木 智之 JICA 農村開発部 水田地帯グループ 水田地帯第二課長 

① 調査団を代表するとともに、調査の総括責任者として、調査の取りまとめを行い、業務の

円滑な推進を図る。 

② 当該調査の目的、調査範囲等について、調査団を代表して中国側関係者に説明するととも

に、各種会議及び合同評価委員会においては、調査団を代表して説明・協議を行う。 

③ 計画段階から現時点までのプロジェクトの実施状況を総合的に調査・評価し、中国側関係

者と協議のうえ、その結果を合同評価報告書にまとめる。 

④ 評価結果を踏まえ、プロジェクト目標達成のために中国側が取るべき措置について提言す

る。 

⑤ 帰国報告会において調査結果概要を報告するとともに、中間レビュー調査報告書を作成す

る。 

乾燥地農業 /

農村計画 
天谷 孝夫 

国立大学法人 岐阜大学 応用生物科学部 教授 

（「乾燥地における生態環境の保全プログラム」国内支援委

員） 

① 乾燥地農業、農村計画分野に係る専門的見地からC/P及び専門家との協議を通じた現状調査

を行い、プロジェクト活動の現在の進捗状況を確認する。また、今後の活動計画策定に際

して必要な助言を行う。 

② 乾燥地農業、農村計画分野に係る専門的見地から、又、「乾燥地における生態環境の保全プ

ログラム」国内支援委員として長期目標も含めた妥当性、目標達成度、効率性、効果、自

立発展性について評価し、中国側評価チームと協議のうえ、合同評価報告書を作成する。

③ 帰国報告会において調査結果概要を報告するとともに、他の団員と協力して中間レビュー

調査報告書を作成する。 

節水灌漑 柏原 学 農林水産省 農村振興局 整備部 設計課長補佐 

① 節水灌漑分野に係る専門的見地からC/P及び専門家との協議を通じた現状調査を行い、プロ

ジェクト活動の現在の進捗状況を確認する。また、今後のPO策定に際して必要な助言を行

う。 

② 節水灌漑分野に係る専門的見地から5項目評価の観点から評価し、中国側評価チームと協議

のうえ、合同評価報告書を作成する。 

③ 帰国報告会において調査結果概要を報告するとともに、他の団員と協力して中間レビュー

調査報告書を作成する。 

計画管理 佐藤 恭之 JICA 農村開発部 水田地帯グループ 水田地帯第二課 

① 中国側の主に予算確保、C/Pの配置、関係機関の協力体制、その他プロジェクト運営に関す

る事項の問題点を調査・評価し、今後の運営管理体制について確認し、中国側関係者と協
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議のうえ、その結果を合同評価報告書にまとめる。 

② 調査及び協議を円滑に実施するため、各団員の業務を調整する。 

③ 帰国報告会において調査結果概要を報告するとともに、他の団員と協力して中間レビュー

調査報告書を作成する。 

調査企画 松本 丞史 JICA 中国事務所員 

① 中国側の主に予算確保、C/Pの配置、関係機関の協力体制、その他プロジェクト運営に関す

る事項の問題点を調査・評価し、今後の運営管理体制について確認し、中国側関係者と協

議する。 

② 調査及び協議を円滑に実施するため、評価実施に関する中国側関係者との各種調整を行う。

評価分析 石里 宏 
株式会社三菱総合研究所 海外事業研究センター 国際戦略研

究グループ 

① 既存の文献・報告書等関連資料・情報をレビューし、プロジェクトの実績、実施プロセス

を整理・分析する。また、官団員による調査に先立ち現地調査を開始し、新疆ウイグル自

治区におけるプロジェクトの実績・成果に係る情報・データ収集を行い、整理・分析する。

② 文献調査及び現地調査で得られた結果を総合的に判断し、他団員とともに評価5項目の観点

から評価し、中国側関係者と協議のうえ、今後の方向性を取りまとめ、合同評価報告書を

作成する。 

③ 上記に係る調査結果を取りまとめ、中間レビュー調査報告書を作成する。 

通訳 黄 暁虹 北京大来創傑諮詢有限公司 

 

１－４ 調査日程 

2009年4月13日（月）～4月29日（水） 計17日間 

（4月13日～コンサルタントによる先行調査、4月20日～官団員調査） 

   評価分析団員 官団員 宿 泊 

1 4/13 月 東京⇒北京 北 京 

JICA中国事務所訪問 

JICA中国事務所、専門家との打合せ 2 4/14 火 

灌漑排水発展センター表敬、打合せ 

北 京 

灌漑排水発展センター打合せ  
3 4/15 水 

北京⇒ウルムチ（飛行機） ウルムチ

新疆ウイグル自治区水利庁表敬、インタビ

ュー 4 4/16 木 

ウルムチ⇒木塁県（車両） 

木塁県 

木塁県水利局表敬、インタビュー 

モデル地区視察、牧民へのインタビュー 5 4/17 金 

木塁県⇒ウルムチ（車両） 

ウルムチ

6 4/18 土 ウルムチ⇒北京（飛行機） 北 京 

7 4/19 日 調査結果取りまとめ 

 

北 京 

調査結果取りまとめ 東京⇒北京 

官団員JICA中国事務所表敬 8 4/20 月 

評価分析団員調査結果中間報告 

北 京 
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灌漑排水発展センター 表敬、打合せ 
9 4/21 火 

専門家との打合せ 
北 京 

北京⇒フフホト（飛行機） 
10 4/22 水 

内モンゴル自治区水利庁表敬、インタビュー 
フフホト

フフホト⇒杭錦旗（車両）  

杭錦旗水務局表敬、インタビュー 11 4/23 木 

モデル地区視察、牧民へのインタビュー 
杭錦旗 

モデル地区視察、牧民へのインタビュー 
12 4/24 金 

杭錦旗⇒オルドス（車両）、オルドス（車両）⇒北京（飛行機） 
北 京 

13 4/25 土 
調査結果取りまとめ〔協議議事録（ミニッツ）（M/M）案作成〕、団

内打合せ 
北 京 

14 4/26 日 調査結果取りまとめ（M/M案作成） 北 京 

15 4/27 月 灌漑排水発展センターとのM/M協議、団内打合せ 北 京 

灌漑排水発展センターとのM/M協議 
16 4/28 火 

合同調整委員会（JCC）開催（M/M署名） 
北 京 

JICA中国事務所報告 
17 4/29 水 

北京⇒東京 
 

 

１－５ 調査の方法 

１－５－１ 調査項目 

（１）プロジェクトの実績の確認 

2008年11月のJCCにおいて改定されたPDM に基づいて、プロジェクトの投入、活動、

成果を確認し、併せて、各活動の実施にあたっての問題点と対処案を検討した。 

 

（２）実施プロセスの確認 

プロジェクトの実施プロセスやプロジェクト目標及び成果等の達成状況を検証した。 

 

（３）評価5項目 

確認された実績に関して、以下の5項目の観点から評価・分析を行った。 

    

妥当性：プロジェクトが中国側のニーズに合致しているか、又、手段が適切に設定され

ているかを分析する。 

有効性：プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに達成見込みであるかどうか、又

プロジェクト活動の成果を出すことがうまくプロジェクト目標達成に貢献して

いるかどうかを判断する。 

効率性：主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、投入が有効に活用されて

いるかを分析する。 

インパクト：プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効

果の見込みがあるかを分析する。予期していなかった正・負の効果・影響
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を含む。 

自立発展性：援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがある

かを分析する。 

 

１－５－２ データの収集・分析 

本調査では、プロジェクトの実施状況の確認、評価分析のために、次のデータ・資料を活用

した。 

（１）討議議事録（R/D）、PDM、PO、M/M、その他プロジェクト実施中に合意した文書 

（２）事前評価調査報告書や運営指導調査報告書、事業進捗報告書等のプロジェクトの関連

報告書 

（３）投入実績データ 

（４）成果品・現地国内研修実績 

（５）主要関係者へのインタビュー及び質問票による調査結果 

（６）現地視察結果（内モンゴル自治区杭錦旗、新疆ウイグル自治区木塁県の現地視察） 

 

１－６ 主要面談者 

＜日本側＞ 

【日本大使館】 

佐竹 健次 参事官 

【プロジェクト専門家】 

長谷部 均 チーフアドバイザー/制度 

東 崇史 節水灌漑 

【JICA中国事務所】 

山浦 信幸 所 長 

松本 高次郎 次 長 

松本 丞史 企画調査員 

陸 文権 ナショナルスタッフ 

    

＜中国側＞ 

【水利部】 

姜 開鵬 農村水利司 巡視員 

潘 雲生 農村水利司 調研員 

呉 濃娣 国際合作与科技司 副処長 

【灌漑排水発展センター】 

李 仰斌 主 任 

顧 宇平 副主任 

趙 競成 顧問（総工程師） 

王 彦軍 対外合作処 処長 

陸 文紅 対外合作処 高級工程師 

熊 徳才 対外合作処 経済師 
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【新疆ウイグル自治区水利庁】 

王 永増 農水処 処長 

陳 徳国 農水処処長助理（補佐） 

岳 川 農水処処員 

阿吉古麗 農水処処員（モデルプロジェクトマネジャー） 

龔 守華 農牧水利規画センター高級工程師 

【新疆ウイグル自治区木塁県水利局】 

王 吉仁 副局長 

李 雄元 農村水利弁公室主任 

蘇 宗斌 農村水利弁公室工程師 

【新疆ウイグル自治区木塁県水利管理センター】 

李 樹元 センター長 

熱 依汗 高級工程師 

劉 永河 弁公室主任 

賈 鴻飛 灌漑プロジェクトマネジャー 

【内モンゴル自治区水利庁】 

陳 徳亮 農牧処副処長 

李 希敏 農牧処調研員 

張 中山 弁公室副主任 

周 東昇 農牧処 科員 

【内モンゴル自治区杭錦旗水務局】 

牛 少雲 局 長 

黄格前図 副局長 

苗 平 総 工 

【内モンゴル自治区杭錦旗 牧民】 

斯登 

紅衛 
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第２章 調査結果 
 

２－１ プロジェクトの実績 

２－１－１ 投入実績 

投入実績データ（専門家派遣、C/P配置状況、研修員受入、機材供与、ローカルコスト負担）、

成果品・現地国内研修実績については、付属資料1．M/M添付資料Ⅴ「日中合同評価報告書」の

添付資料を参照。 

 

２－１－２ プロジェクト成果の達成状況 

（１）成果1：「人工草地における節水灌漑施設整備計画」（以下、「整備計画」と記す）策定

マニュアルが作成される。 

「整備計画」策定マニュアルの編成作業については、2007年8月の第1回「整備計画」

策定マニュアル編成委員会で項目が決定され、2008年2月に作業大綱が完成した。2008年

3月には、第1回作業部会が開催され、スケジュール、記載内容（目次）、執筆分担などが

決められ、現在まで順調に作業が進められている。 

2008年11月には1次稿の原案が作成され、2008年12月の第2回作業部会において、その

内容について詳細な議論が行われた。その後、1次稿を各自治区の担当者に配布し、意見

を取りまとめ、2009年3月に2次稿が完成した。 

今後のスケジュールは、2009年度と2010年度に実施するモデル地区における実証試験

の結果を踏まえ、更に2次稿を改定し、2010年の12月頃までに完成させ、プロジェクト終

了までに水利部の公式な承認を得る予定となっている。 

同時に、中国独自に進めているプロジェクトの計画的、効率的実施のために「整備計

画」策定マニュアルが有効活用されるよう、中国における「整備計画」の位置づけにつ

いて日本・中国間で明確な認識をもつ必要がある。 

 

（２）成果2：モデル地区において、「整備計画」の効果が検証される。 

モデル地区における「整備計画」の効果の検証については、初年度は実証試験計画の

立案と、試験を実施する現地C/P・農牧民への試験の目的・方法の説明やデータ収集の方

法等の指導が中心に行われた。 

実証試験計画の策定にあたっては、当初、両自治区の水利庁、水利（務）局が立案し、

灌漑排水発展センターがチェックするとともに専門家の指導を受けるという体制をとっ

たが、両自治区のC/Pの多忙さや経験不足などから、専門家が素案を作成し灌漑排水発展

センターと調整し作成することとなった。また、農牧民の試験に対する理解の獲得や試

験機材の導入・設置にも時間を要したが、専門家とC/Pの努力により2008年度の実証試験

は予定どおり実施された。 

試験の実施については、内モンゴル自治区杭錦旗では、対象の9牧戸が広範囲に分散し

ていることや井戸を各牧戸が所有・管理していることから、データの記録を農牧民が実

施する体制とした。結果としては、プロジェクトや試験の目的や意義について事前に指

導、研修を個別に実施したが、計画どおりに節水を行わなかったり、データの記録を忘

れたりと、十分なデータを得ることができなかった。 
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プロジェクトではそれを教訓とし、今年度は、複数牧戸が一括で管理をしている300ム

ーの人工草地を新たな実証試験の対象地として選定し、各種の試験を実施し、補完的な

データを収集することとし、既に試験機材を導入している。また、隣接する200ムーも対

象圃場として設定している。この追加で設定した圃場は、杭錦旗からの距離や空港との

位置関係からも専門家や水利局のモニタリング実施にも支障がない場所であると思われ

る。 

一方、新疆ウイグル自治区木塁県では圃場がまとまっていることや、用水管理や圃場

への灌水を、県水利局の水管理センターが一括で実施する体制とし、水管理センターの

職員に対し、節水灌漑方式と試験方法、データの記録方法などについて指導した。その

結果、数十年ぶりの旱魃のため当初予定したアルファルファの複数回収穫ができなかっ

たものの、1回の収穫に関するデータの収集、整理はできており、試験計画でめざした効

果も確認できている。 

今年度は、特に杭錦旗において、プロジェクトモデル地区9牧戸の強化のために、昨年

度以上に事前の現地のC/Pや農牧民への指導を徹底するとともに、実証試験期間中におい

ては、専門家や灌漑排水発展センターが積極的に現場に行き、モニタリングを徹底する

ことで、更なる農牧民の理解の深化を図ることが望まれる。 

また、モデル地区における技術者や農牧民に対する研修おいては、プロジェクトで作

成した研修コンテンツ（成果3）を活用して実施している。 

 

（３）成果3：「整備計画」策定手法を普及するための研修コンテンツが完成し、「全国牧区草

原生態保護水質源保障11.5計画」（以下、「保障計画」と記す）の重点対象地の技

術者を対象とした研修が開始される。 

研修コンテンツの作成と研修の実施については、計画的に研修コンテンツの作成（節

水灌漑技術テキスト、牧区草原生態保護知識普及に係る読み物（中国語、カザフ語）、草

原生態保護の知識（中国語、カザフ語）、草原の生態環境保護・節水灌漑施設の整備（日

本語、中国語）が進められている。 

研修については、2007年8、9月にモデル地区の水利（務）局においてプロジェクト・

サイクル・マネジメント（PCM）研修を実施し、2008年度には新疆ウイグル自治区水利

庁が同自治区イリ州、水利部が雲南省昆明市で技術者研修を実施した。また、2008年度

に新疆のモデル地区の農牧民を対象に、「新疆天然草地生態保護と牧畜民定住プロジェク

ト」（JICAプロジェクト）と連携し、営農研修が実施されている。今後は、灌漑排水発展

センターのC/Pと調整を進め、「保障計画」策定マニュアル編成作業の進度に合わせて、

セミナーの開催が企画されている。 

 

２－２ 実施プロセス 

２－２－１ 実施体制の確認 

プロジェクトは、活動サイトが北京、内モンゴル自治区、新疆ウイグル自治区と3ヵ所に分散

していることから、それぞれの活動サイトのC/Pが主体的かつ積極的に、プロジェクトの管理、

運営に責任をもつ実施体制を構築する必要がある。 

そのために、JCCに加え、プロジェクト全体の管理、運営方針を検討、調整するためのプロジ
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ェクト定例会議を灌漑排水発展センターの副主任を議長とし、2ヵ月に1度の頻度で開催してい

る。会議の主な議題は、プロジェクトの進捗状況の確認、投入計画の立案、研修実施計画の立

案等であるが、日本・中国双方の意思統一の場のみならず、プロジェクトの具体的な活動の推

進に最も大きな役割を果たしている。 

一方、「整備計画」策定マニュアルの編成作業については、水利部農村水利司長を委員長とす

る「牧区の環境保全型節水灌漑事業及び管理マニュアル編成委員会」（チーフアドバイザーは副

委員長として参画）と、この委員会の下部組織として、実質的に編成作業を担当する「作業部

会」を設立し、マニュアル策定を進めている。 

また、内モンゴル自治区と新疆ウイグル自治区でのモデル地区実証試験については、節水灌

漑の効果の確実な検証が求められていることから、現地C/Pと試験に参画する農牧民をメンバー

とするモニタリングチームを設置しており、データ収集、集計作業等を実施し、その結果を灌

漑排水発展センターに報告する体制をとっている。 

今後もプロジェクト活動を円滑に実施するため、実施運営体制を維持し、日本・中国双方で

プロジェクトの運営、管理上の重要事項や課題の共有が図られることが望まれる。 

 

２－２－２ 活動計画の確認 

以上のような実施運営体制の下、プロジェクトの成果である①「整備計画」策定マニュアル

の編成、②モデル地区における「整備計画」の効果の検証、③研修コンテンツの作成と研修の

開始、の達成に向け、計画的に関係者が連携して活動を進めており、POどおりに実施されてい

る。 

一方、今後のPOに関して、これまで短期専門家については、投入のタイミングや分野によっ

ては非常に有用な投入として活用できるにもかかわらず、派遣時期のタイミングが合わない等

の理由によりこれまで派遣できていない。今年度は2名分の予算を確保しているため、プロジェ

クト目標達成のために有効なタイミングと分野を検討する必要があり、プロジェクトでは「畑

地灌漑」専門家を8～9月頃に、「灌漑施設整備」専門家を実証試験終了後に派遣することを検討

している。 

 

２－３ 評価5項目による評価結果 

２－３－１ 妥当性 

プロジェクトの上位目標とプロジェクト目標は、中国の「中華人民共和国国民経済と社会発

展第11次五ヵ年（2006～2010年）計画綱要」で明確化された「天然草地の保護、飼料基地の整

備、飼育方式の改善などを通じた持続可能な畜産業・酪農業の発展」の方針と整合している。

また、水利部が作成した「保障計画」及び第12次5ヵ年計画期（2011～2015年）での実施に向け

て策定中の「全国牧区草原生態保護水資源保障計画（仮称）」にも盛り込まれる見通しのある以

下6つの基本原則にも合致している。 

① 生態・経済及び社会効果の結合と生態保全の優先 

② 小規模なプロジェクトによる大きな生態保全効果の達成 

③ 大自然の自己修復能力の発揮をめざす水利プロジェクトの導入 

④ 水・草・家畜のバランスが取れた草原の生態保全と牧区の経済社会発展 

⑤ 水資源の合理的な開発、最適な配分と節約・保全の堅持 
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⑥ 現地の実情に則した統一的な計画策定、優先順位をつけた段階的な実施 

また、農業部が2005年に発表した「退牧還草事業の実施管理の更なる強化に関する意見」で

強調されている「草原の家庭請負制度の更なる改善・完備、草原の基本的な保護、草・家畜の

均衡と禁牧・休牧・輪牧制度の整備と草原資源と事業効果の動態的なモニタリングの適時の実

施」、及び元国家環境保護総局（現国家環境保護部）の「全国生態保護11.5計画」で打ち出され

ている「2010年までにおける生態環境悪化趨勢の基本的な抑制と一部地域における生態環境品

質の改善」などの関連分野に関する政策目標と対策も、プロジェクトの上位目標とプロジェク

トの目標との整合性がある。 

日本政府の対中援助政策との整合性については、「対中国経済協力計画」（2001年10月）で示

している6つの重点分野に「環境問題等、地球的規模の問題に対処するための協力」がその1つ

として入っており、JICA国別事業実施計画においても重点分野「環境問題等地球規模の問題に

対処するための協力」で開発課題「生態系の維持・回復」の協力プログラム「乾燥地における

生態環境の保全プログラム」の構成要素としてプロジェクトが位置づけられ、このプログラム

を構成する他のプロジェクト「山西省雁門関地区生態環境回復及び貧困緩和プロジェクト」「新

疆天然草地生態保護と牧畜民定住プロジェクト」とプロジェクトとの長期目標の共有及びプロ

ジェクト間の相互連携と相乗効果が現地調査で確認されており、日本政府の援助方針に合致し

ているとみられる。さらにプロジェクトに導入された日本技術の適用性、日本人専門家による

事業実施の先進的な理念と管理・モニタリングの手法の伝授に対する中国側の評価を得ており、

このことからもプロジェクトが日本政府の援助方針に合致しているといえる。 

他ドナーの案件では、世界銀行による実施済み案件と実施中の案件があるが、実施済みの「北

京、河北、青島、瀋陽4省・市節水灌漑事業（2001～2005年）」は農業地域での節水灌漑事業で

あり、実施中の「甘粛新疆牧畜業発展プロジェクト（2004～2010年）」は農家レベルの営農及び

流通システム改善のためのインフラ整備が中心で、灌漑技術の改善に関する内容が含まれてい

ないことから、プロジェクトは、中国の牧区人工草地建設に係る節水灌漑分野における唯一の

プロジェクトであることがいえる。プロジェクトと他ドナーの援助事業とは補完関係にあるた

め、今後はプロジェクトの経験と知見が他ドナーとの交流・共有を通じて広く活用されること

が期待される。 

また、プロジェクトのモデル地区の選定は、純牧畜業県、モニタリング・管理の相対的な便

利さ、水資源の相対的な不足、及びモデル地区における関係者の実施能力の相対的な高さを主

要な判断基準とし、受益者のニーズとプロジェクト実施効果の確保を優先的に考慮しており、

一定の合理性がある。さらに、モデル地区の受益者である農牧民（木塁県24名、杭錦旗9名）と

技術者（木塁県11名、杭錦旗9名）を対象とするアンケート調査の結果から、プロジェクトの実

施が受益者のニーズに応えられると回答した調査対象の割合は、農牧民では97％、技術者では

100％であり、プロジェクトは受益者のニーズに応えているともいえる。 

以上から、このプロジェクトがめざす「整備計画策定手法の確立」というプロジェクト目標

及び「天然草地に対する放牧圧力の軽減」という上位目標は現在も妥当であると判断される。 

 

２－３－２ 有効性 

プロジェクトがめざす3つの成果は、①「整備計画」策定マニュアルの作成、②モデル地区に

おける「整備計画」の効果の検証、③「整備計画」策定手法を普及するための研修コンテンツ
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の完成である。 

そのうち、①について策定マニュアルの第2次稿と2つのモデル地区の「整備計画」事例が完

成し、今後マニュアルと事例集が出版される見通しがついている。 

②については、現地調査の結果により、一定の効果がみられる。農牧民向けの啓発普及用パ

ンフレット（中国語とカザフ語）が既に編集され、実際の研修活動に活用されている。木塁県

では、従来の半固定（移動式）プラスチック管に代わって固定式のスプリンクラーの導入によ

り、労働力の節約とともに、20～30％の節水ができ、農牧民の節水意識とプロジェクトに参加

する意欲が高まっていることが農牧民から聞き取れた。杭錦旗では、従来の土水路から管水路

への転換に伴い、灌漑時間の短縮と送水ロスの低減により、有効灌漑量の増加とポンプ使用時

間の減少による電気代が節約されたことについてプロジェクト実施の担当者から説明を受けた。 

③については技術者向けの研修材料が既に編集され、実際の研修活動に活用されており、出

版の準備も進んでいる。 

しかし、プロジェクト成果②における指標の達成状況を測るための諸条件の整備が十分とは

いえない。木塁県モデル地区の気象データの継続的な提供、杭錦旗モデル地区のプロジェクト

実施を担当する農牧民におけるデータを記録する習慣の定着化は引き続き課題と考えられる。

また、杭錦旗のモデル地区における1年目の実証試験では、必要なデータが十分に収集されなか

った。これは9牧戸の農牧民のデータ記録の重要性に対する農牧民の認識が不足であることに原

因があると考えられる。プロジェクトではそれを教訓とし、複数牧戸が一括で管理をしている

300ムーの人工草地を新たな実証試験の対象地として選定し、各種の試験を実施し、補完的なデ

ータを収集することとした。同時に、既存の9牧戸に対するデータの記録・採取の指導を強化す

る必要がある。 

 

２－３－３ 効率性 

プロジェクト成果の達成度はおおむねこれまでに投入したコストに見合っている。研修員の

受入れ、長期専門家の派遣、供与機材（車両、節水灌漑設備、計測機器、研修機材、事務機器、

その他プロジェクトの実施に必要な機材）の投入が予定されたスケジュールに沿って進められ

ており、プロジェクト活動の進捗がPOと照らし合わせても大きな遅れはないことから、期間内

の成果達成は問題ないと思われる。しかし、短期専門家の派遣は予定されたスケジュールより

遅れており、プロジェクト成果達成のために有効的なタイミングと指導分野での投入の速やか

な実施が求められる。 

 

２－３－４ インパクト 

重点対象地域における天然草地への放牧圧力の軽減という上位目標の達成について、水利部

が2001年から推進してきた190以上の人工草地灌漑パイロット事業にはプロジェクトの2つのモ

デル地区が含まれており、プロジェクトがめざしている3つの成果の水利部のパイロット事業へ

の波及効果が期待される。ただし、水利部が推進している190以上の人工草地灌漑パイロット事

業の現状は必ずしも明確ではないため、プロジェクトの成果の波及効果を測るために、現時点

におけるこれらのパイロット事業の関連情報（プロジェクト名のリストと地域分布等）の共有

が必要となる。 

上位目標に至るまでの外部条件への影響については、杭錦旗では研修及び圃場灌漑活動にお
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ける女性の参入がみられ、木塁県でも研修活動への女性参加の高い割合が確認されたことから、

プロジェクトの実施はジェンダーの格差の縮小にプラスの影響を及ぼすといえる。 

また、上位目標の達成に影響する外部条件については、囲い込みと輪牧、休牧、禁牧が国家

の長期的な政策であること、水利部の技術者研修活動が今後も継続していくこと、プロジェク

トで研修を受けた技術者が所在県・旗で農牧民のプロジェクト実施に指導とアドバイスを既に

実施していること、農牧民が既に建設された飼料草地で営農を実施していること、モデル事業

のデモンストレーション効果が確認されたことから、外部から負の影響を受ける可能性が低く、

又、プロジェクト目標の達成自体は生態環境の改善に正のインパクトを与えるものと期待され

る。 

 

２－３－５ 自立発展性 

自立発展性について、今回の現地調査により、プロジェクト実施機関である灌漑排水発展セ

ンター、新疆と内モンゴル両自治区の水利庁及び木塁県と杭錦旗の水利（務）局のオーナーシ

ップ姿勢が改めて確認されたこと、中央政府と地方政府の今後における持続的な財政投入が見

込まれること、人工草地の建設に係る節水型灌漑技術の研修活動の今後の継続が水利部とモデ

ル地区が属する地方政府で予定されていることから、プロジェクト目標と上位目標がめざして

いる効果は援助終了後も持続するものと思われる。 

また、節水灌漑に取り組むうえで、営農との関係は切り離して考えることはできないため、

JICAの協力プログラム「乾燥地における生態環境の保全プログラム」として営農や経営を重点

的に実施している2件の技術協力プロジェクト（「山西省雁門関地区生態環境回復及び貧困緩和

プロジェクト」「新疆天然草地生態保護と牧畜民定住プロジェクト」）と十分な情報交換や成果

の共有をはじめ、他のプロジェクトで実施する現地研修への専門家相互派遣等の活動を継続的

に実施することで、営農や水管理による更なる節水の可能性についての意識を醸成することが

必要であり、その一環として実証試験対象地の農牧民に、作物の成長に合わせた水管理等の技

術を紹介する等の取り組みを行うことが必要である。 

 

２－４ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、実施計画（PO）の改訂 

2008年2～3月に実施した第2回運営指導調査において、モデルサイトの状況や規制状況等を考慮

し、PDM指標を明確にするために見直しを行った。その後、2008年11月の第1回JCCにおいて改定

されたPDMが正式に承認された。ただし、見直し案が作成されたのが実証試験の開始前であった

ため、指標の具体的な数値は入っておらず、中間評価時に明確化することとしていた。そこで、

本調査においてプロジェクトが設定した具体的な指標の数値の妥当性を検討したうえで指標を設

定した。 

また、PDMの修正に伴いPOも付属資料1．M/M添付資料Ⅳのとおり修正した。 
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PDM修正項目と修正理由 

１．指 標 

項目 修正前指標 修正後指標 修正理由 

1：水利部が実施する｢整備計画｣に基

づき灌漑事業が実施された人工草地

（再整備を含む）の面積がXha以上

になる。 

1：水利部が実施する｢整備計画｣に基

づき灌漑事業が実施された人工草地

（再整備を含む）の面積が3万ha（45

万ムー）以上になる。 

10次5ヵ年計画（2001～2005年）のなかで新たに建設さ

れた人工草地は50.78万ムー（3.38万ha）としているため、

3万haに設定した。 

また、中国側にとっては、haよりムーのほうが一般的で

あるためムーも併記する。 

上位目

標 

 

2：ヒツジ1頭当たりの人工草地にお

いて生産される飼料への依存量が

X％増加する。 

2：「整備計画」に基づき灌漑事業が

実施された人工草地において、ヒツ

ジ1頭当たりの人工草地において生

産される飼料への依存量が30％にな

る。 

プロジェクト終了後5年間で「整備計画」に基づき灌漑

事業が実施された人工草地では、プロジェクト開始前の

依存量は0であると考えられるため、「増加する」から「に

なる」に変更した。また、現段階では「保障計画」の重

点対象地のうち杭錦旗と木塁県以外のデータがないた

め、増加する割合は、プロジェクト目標の指標を参考に

設定することとした。 

（プロジェクト目標の数値は杭錦旗で35％、木塁県で

25％としたため、平均値の30％に設定した） 

プロジ

ェクト

目標 

 

2：モデル地区においてヒツジ1頭当

たりの人工草地において生産される

飼料への依存量がX％増加する。 

2：モデル地区においてヒツジ1頭当

たりの人工草地において生産される

飼料への依存量が内モンゴル自治区

杭錦旗で35％、新疆ウイグル自治区

木塁県で25％になる。 

上位目標の指標2と同じ考え方から、「増加する」を「に

なる」に変更した。 

XとYの数値は2006～2008年に行ったモデル農牧民への

アンケート調査結果から設定した。 

成果1 1-2：技術者へのアンケート調査によ

り、X％以上が有効であると回答す

る。 

1-2：技術者へのアンケート調査によ

り、80％以上が有効であると回答す

る。 

統一的なマニュアル等がないままに進められている灌

漑整備事業を、今回策定するマニュアルを有効活用する

ことで、従来よりも計画的、効率的に進められるように

するためには、おおむね8割の技術者に評価されること

が必要である。なお、アンケート調査については、「保

障計画」の重点対象地の6つの牧区を対象に行う。 
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2-1：農牧民へのアンケートにより、

プロジェクト開始前より節水意識が

向上した人がX％以上となる。 

2-1：農牧民へのアンケートにより、

プロジェクト開始前より節水意識が

向上した人が80％以上となる。 

モデル地区で実施したアンケート調査の結果、ほぼ80％

の農牧民が節水の重要性を認識している結果が出てい

る。 

2-2-1：節水効果の測定方法が有効で

あると検証される。 

削除 2-2-2と2-2-3で内容が重複しているため、この項目は削除

する。 

2-2-2:内モンゴル自治区のモデル地

区において管水路の導入により従来

と比べて消費水量がX％以上減少す

ることによって、節水効果が検証さ

れる。 

2-2：内モンゴル自治区のモデル地区

において管水路の導入により従来と

比べて消費水量が20％以上減少す

る。 

2008年の実証試験において、プロジェクトで測定した結

果（約20％）を参考に数値を設定した。 

 

2-2-3：新疆ウイグル自治区のモデル

地区において、農業が再開されるこ

とにより、既存水源のX％以上が有

効活用されるようになることによっ

て、節水効果が検証される。 

削除 農業が再開する前は、既存水源（ダム）は、農業灌漑に

利用されておらず、再開後は優先的に使用しているが、

そのことはプロジェクトとの直接的な関係性はない。ま

た、本プロジェクトモデル区では、移動式のスプリンク

ラーから固定式のスプリンクラーに変更しただけであ

り、直接的に節水確認手法の有効性及び節水効果の検証

につながらないため削除する。 

2-3-1：内モンゴル自治区のモデル地

区において灌漑効率が改善し、灌漑

可能面積がX％以上になる。 

2-3-1：内モンゴル自治区のモデル地

区において灌漑効率が改善し、灌漑

可能面積が18％以上になる。 

減少する20％の消費水量（2-2の指標）を本プロジェクト

と同じ灌漑方式を採用すると想定し、その1割を送水ロ

スと考え、20％の9割の18％と設定する。 

成果2 

2-3-2：内モンゴル自治区のモデル地

区において実証試験結果の適用によ

り、1ムー当たりの電気代がX％減少

し、現行の土水路整備等に要してい

た1ムー当たりの労働時間がY％減

少する。 

2-3-2：内モンゴル自治区のモデル地

区における実証試験結果から、減少

した消費水量（指標2-2）に見合う程

度、1ムー当たりの電気使用量が減少

する。 

物価上昇等の変動に影響されないように、電気代から電

気使用量に変更する。 

プロジェクト開始当初のデータ入手が難しいため、数値

で示さず、「減少した消費水量に見合う程度減少する」

と修正した。 

また、節水効果の確認には労働時間の変化は直接関係せ

ず、労働時間の減少率はデータ観測が難しいため、指標

Yは削除した。 

 

 



 

－
15

－

2-3-3：新疆ウイグル自治区のモデル

地区において1ムー当たりの収量が

X以上になる。 

2-3-3：新疆ウイグル自治区のモデル

地区において1ムー当たりの収量が

550kg以上になる。 

2008年の実績551kg≒550kgとする。（2008年は旱魃だっ

たが収量には大きな影響がない程度であったとのこと） 

2-3-4：1人当たり農牧業純収益額が

X％増加する。 

2-3-4：1人当たり農牧業純収益額が

杭錦旗で15％、木塁県で10％増加す

る。 

2004年度以降の県・旗レベルの統計資料より設定した。 

3-1：技術者へのアンケート調査によ

り、X％以上が「有用である」と回

答する。 

3-1：技術者へのアンケート調査によ

り、80％以上が「有用である」と回

答する。 

80％以上が「有用である」と回答があれば、有用性が確

認できると考える。 

成果3 

3-2：技術者のX人以上が研修を受講

し、Y％が「満足した」と回答する。

3-2：延べ100人以上の技術者が研修

を受講し、80％が「満足した」と回

答する。 

2008年には牧区水利建設を行うための技術者が30名程

度参加しており、今後2年で同程度の研修が実施される

と想定し、100名と設定。また、同じ技術者複数の研修

を受講するため、延べ人数とした。 

満足度については、80％以上の回答で確認できると考え

る。 

 

２．用語の統一 

「研修マニュアル」を「研修コンテンツ」に統一。 
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第３章 提     言 
 

（１）内モンゴル自治区杭錦旗のプロジェクトモデル地区9牧戸の農牧民と新たに指定する人工草

地を管理している農牧民に対する、実証試験を含むプロジェクトの目的説明や、データの記録・

採取の指導を更に強化する。 

（２）新疆ウイグル自治区木塁県の気象情報や水利部が実施している190以上のパイロット事業の

関連情報（事業名のリストと地域分布）等、プロジェクト実施に必要な情報を日本・中国双方

で共有する。 

（３）プロジェクト目標達成のために、有効なタイミングと指導分野での短期専門家の投入を速

やかに実施する。 

（４）プロジェクト効果の一層の促進をめざし、作物の成長に合わせた水管理等の技術を農牧民

に紹介する。 

（５）JICAの協力プログラム「乾燥地における生態環境の保全プログラム」の2件の技術協力プロ

ジェクト（「山西省雁門関地区生態環境回復及び貧困緩和プロジェクト」「新疆天然草地生態保

護と牧畜民定住プロジェクト」）と十分な情報交換や成果の共有をはじめ、各プロジェクトで実

施する現地研修への専門家相互派遣等を継続的に実施する。 
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第４章 所     感 
 

４－１ 団長所感 

（１）カウンターパート（C/P）や牧民のオーナーシップについて 

本調査において、内モンゴル自治区における実証試験モデルサイトの視察を行い、牧民

及び水務局職員へのインタビューを実施した結果、C/P及び牧民が、これまで以上にプロジ

ェクトの意味を理解し、積極的にデータ取りまとめや収集を行っていることが確認できた。 

特にC/Pについては訪日研修以降に、節水管理技術の重要性が認識され、プロジェクト専

門家との情報交換も改善されてきており、今後2回の実証試験については更に有効な結果が

期待されるものと思料する。 

 

（２）内モンゴル自治区杭錦旗モデルサイトについて 

今般、錫尼鎮と伊和烏素の2ヵ所のモデル牧戸、及び新たに設置した300ムー、200ムーの

実証試験サイトを視察した。 

前記のモデル牧戸については広範囲に分布していることから、説明、指導が定着しづら

いとの状況がこれまでもあったが、今回の調査により、年間80～200人ほどの見学者を受け

入れている実績があり、デモンストレーション農場としての波及効果が認められた。 

後記2ヵ所の実証試験サイトについては、年間禁牧区に位置し、複数農家による共同農場

として位置づけられていることからも、節水灌漑に対する期待度が高く、上記同様、デモ

ンストレーション効果は大きく、対象地としての適当であると思われる。 

また、提言で言及したとおり、牧民に対しては実証試験の目的や意義の説明、データ記

録・収集の指導と管理を強化する必要性が感じられた。 

 

（３）「乾燥地における生態環境保全プログラム」の他の2案件との連携 

節水灌漑のアプローチについて、調査団からは①灌漑施設の改修等による節水、②圃場

における栽培管理等による節水、③水管理組合等による節水、の3つを説明したところ、水

利部からは特に①、③に対する高い認識が確認された。 

また②については農業部の分野が一部含まれてはいるものの水利部で行うべきとの認識

を先方も有しているところ、他の2案件（「山西省雁門関地区生態環境回復及び貧困緩和プ

ロジェクト」「新疆天然草地生態保護と牧畜民定住プロジェクト」）からの専門家招聘や合

同研修の実施等をうまく活用し、本分野の強化を図っていくことが、プロジェクト後半に

ますます必要となっていくものと思料する。 

 

（４）その他 

本分野で既に190ものプロジェクト実績やデータを有している中国側が、本プロジェクト

に対して大きな感謝の意を表していたことは、とても印象的である。日本人専門家サイド

も中国側の技術水準をよく理解しており、相手を尊重しながらプロジェクトを進めている

ことが、中国側との友好的な関係づくりに大きく貢献していることは明らかである。 

今般視察を行った内モンゴル地区のいくつかの町では地方政府による大規模な開発が進

められており、今後は人口の流入と牧民の減少が同時に進行していくものと懸念されてい
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る。また調査中に遭遇した砂嵐からも想像されるように、砂漠化をはじめとする環境の悪

化は年々酷くなっているところ、本プロジェクトが草原の維持、回復の一助となり、環境

保全型農業のモデルとして波及していくことをますます期待したい。 

 

４－２ 技術団員所感（乾燥地農業/農村計画） 

（１）環境保全型節水灌漑モデル事業の見通しについて 

杭錦旗のモデル牧戸視察は、3グループ間が遠く離れており、時間の関係上、23日午後に

伊和烏素鎮錫尼其日格村の斯登氏を、24日午前に錫尼鎮賽音台格村の紅衛氏を訪問するに

とどまったが、実に大きな成果が得られたと考える。特に斯登氏においては、大量のカシ

ミヤヤギを飼育し驚異的な利益をあげていたが、これは節水灌漑の導入により、これまで

無効に消費されていた灌漑水の利用度が向上した結果、余剰水により飼料作物が従来より

増産され、収益の増加につながったとの説明を受けた。 

ヤギは、草地環境荒廃の元凶と目されていることから、放牧を抑止し栽培飼料作物によ

り飼育すれば、牧民の経済的要求に応えつつ環境の保全を保証することが、節水灌漑の導

入により可能となると考えられた。 

今後は、節約された用水を、ヒツジなど他の家畜による草地への負荷の軽減対策などに

有効利用し、環境保全と経営とを両立させるモデルを確立することが望まれる。さらには、

節水灌漑が環境の保全に果たす役割を、パンフレットなどで分かりやすく適切に表現し宣

伝するとともに、その普及に向けての方策を提案することが望まれる。 

 

（２）日中スタッフの信頼関係の更なる醸成に向けて 

かねてより、国内支援委員会の段階では、中国側のデータ隠匿体質に不満を抱いていた

が、人治国家であることから、やむをえないこととあきらめてもいた。しかし今回、水利

部や灌漑排水発展センター、内モンゴル自治区水利庁、杭錦旗水務庁などの関係諸氏と触

れ合ったなかで、日本側の要求にできるだけ応えたいが、思うようにならずわれわれ自身

も苦しんでいるとの率直な見解に強い印象を受けた。そして、このようななかでも少しず

つ状況が改善されていく感触をもち、よってこれまでの相互理解に基づく地道な共同作業

の成果を基礎に、今後の真摯な努力の積み重ねが次の地平を切り開くと感じた。 

また、本邦研修に対する中国側スタッフの高い評価に加え、既研修者が帰国後により責

任ある地位へと昇進し自信をもってプロジェクトの指導に邁進している姿に感銘を受ける

とともに、本プロジェクトの波及効果の高さは十分に評価し喧伝されるべきと感じた。 

 

（３）営農面からの検討が必要 

節水灌漑効果を更に発揮させるためには、営農面における諸施策を実行することが必要

であろう。提言（3）で述べられた「作物の成長に合わせた水管理等の技術を農牧民に紹介

する」とともに、作物生産の基盤である土の肥沃度を向上させる対策も必要と考える。特

に、杭錦旗ではこの面からのアプローチが極めて弱い状況にあるが、水利部スタッフもそ

の必要性は認めていることから、提言（4）に述べられているように、JICA協力プログラム

「乾燥地における生態環境の保全プログラム」の他の2プロジェクトとの連携を更に強化し、

営農面における成果を導入し更には改変・工夫を加え、効果の発現を期すことが望まれる。 
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（４）今後の実証試験サイトのあり方について 

当初のモデル牧戸が遠く離れた3ヵ所に分散していることに関し、選定の蓋然性について

疑義をもっていたが、現地調査時のヒアリングにおいて妥当であると判断することができ

た。よって、調査における成果が残り2年間で十分得られるよう、日本人専門家による管理

がC/Pや牧戸に対し十分行われるよう、期待したい。 

また、新たに設置した2つのサイトにおける実証試験が円滑に実施され、望ましい成果が

得られることは極めて重要な課題であることから、日本・中国双方の取り組みが更に深化

することを希望する。 

 

４－３ 技術団員所感（節水灌漑） 

４－３－１ 節水灌漑について 

（１）節水灌漑の定義について 

・一般的に「節水灌漑」の定義は、ドリップ灌漑や、チューブ灌漑などの導入により、よ

り損失の少ない灌漑方法のことであり、圃場レベルでの灌漑効率の軽減をめざすとして

いる。しかし、途上国などでは、老朽化し漏水が多々見られる用水路を改修し、搬送効

率を改善することによる節水も含めて「節水灌漑」と考えている状況もある。 

・このため、用水を有効利用するとの考えの基に「節水」に関する基本的な技術手法は、3

レベルに分類整理できると考えている。 

① 灌漑施設レベル：搬送効率の改善に関する技術手法 

② 圃場レベル  ：水適用効率、営農技術の改善に関する技術手法 

③ 水管理・維持管理レベル：①と②の効果を持続かつ効果的に行うための技術手法 

これらのレベルを水路システムにあてはめ、模式化としたものが図4-1である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Barrage

1次水路

2次水路

River

　　　降雨や河川水を有効に利用するために
　　　　→　新設、補修、更新による機能の向上、維持

　　①貯水（用水を蓄える）
　　　　ダム、貯水池
　　②取水（用水を取り込む）
　　　　頭首工
　　②送水（用水を受益地へ送る）
　　　　→　搬送効率の向上
　　　　・用水路（運ぶ）：コンクリート水路、パイプライ
ン
　　　　・分水(配水）：分水工、ゲート
　　③排水（不要水の排除：塩害防止）
　　　　　・排水路

　　用水を無駄なく利用するために
　　　→　水管理組合による用排水管理、維持管理

　　①水管理（圃場で必要な用水を配分）
　　　　　→　配水計画と圃場レベルとの調整
　　　　・用水配分：　配水計画
　　　　　　　　　　　　　ｖｓ　作付、降雨、生育、排水状況
　　　　・監　視：　流量、水位、漏水、地下水位、気象
　　　　・操　作：　ゲート、ポンプ、配水流量
　
　　②維持管理（灌漑排水施設の機能を維持）
　　　　　→　ライフサイクルコストの軽減
　　　　・短期：　日常の定期的な点検、補修
　　　　・長期：　灌漑施設の補修、更新計画

　　　圃場で用水を無駄なく利用するために
　　　　→　農家による水適用効率の向上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と排水管
理
　　①用水量(作物が必要とする用水）
　　　　日消費水量、圃場用水量、間断日数
　　　　作物の作付計画
　　②圃場の管理（用水の土壌へ供給と排水）
　　　　→　灌漑強度の決定（過剰灌漑防止）
　　　　　圃場の均平：　ランドレベリング
　　　　　用排水路維持管理
　　③灌漑方式（節水灌漑）
　　　　　スプリンクラー灌漑、点滴灌漑、
　　　　チューブ灌漑

水管理・維持管理レベル 圃場レベル（農家）灌漑施設レベル

３次水路

末端水路

２次排水路

1次

排水
路

水管理組合（ＷＵＡ）

管理圃区

圃場排水
路

圃場排水
路

図４－１ 効率的な用水利用（節水）と水路システムの概念 
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・灌漑地域において、節水灌漑の検討を行う場合、どのレベルに焦点をあて実施する必要

があるのか。または、複合的に対応を行う必要があるか、ないかについてを調査検討を

通して明確にしておく必要がある。 

 

（２）本プロジェクトの節水灌漑について 

・本プロジェクトにおける節水灌漑は、概念的には理解されているものの、改めて日本・

中国双方の関係者間において、それぞれのレベルのもつ役割について確認し、本プロジ

ェクトで取り組むべきレベルはどこにあるかを再確認する必要があった。 

・中国側は、節水灌漑の技術手法のレベルについては、大型灌漑区の数十万ムーの所もあ

れば内モンゴル自治区のモデル牧戸のように1世帯、数十ムーの所もあることから、現地

の状況により選択されるものであるとの考えである。 

・協議、現地調査の結果、本プロジェクトの節水に関する取り組みは、以下にあることを

確認した。 

① 灌漑施設レベル：既設の灌漑施設（土水路） → パイプライン 

施設を改修することにより、灌漑用水の搬送効率改善を行うこと。 

② 圃場レベル：ムー間、水盤灌漑 → スプリンクラー灌漑又はチューブ灌漑を導入す

ることによる水適用効率の改善を行うこと。 

    

・節水灌漑施設（井戸、ポンプ、パイプライン等）は、中国側により費用負担及び設置を

行う、設置後の維持管理は牧民により行われ、水利部が技術的な支援を行う。 

・圃場レベルの節水については、作物の作付計画と圃場の管理などの営農技術の改善によ

る節水の取り組みが必要である。 

・草地の節水灌漑で最も重要な点は水の需要量を的確に把握することにある。作物の生育

段階ごとに必要とする用水量を的確に測定し、必要な水量を灌水することが重要である。 

・中国では、農作物の必要数量はこれまでも多くの研究を行ってきたが、草地については

まだ一部に過ぎない。今回のプロジェクトを通して実証していくことは有意義であると

評価されている。 

・気象データは、用水量の検討に欠かせないものであり、必要な場所で必要な観測を行う

ことにより精度の高い結果を得ることができる。 

・中国側は、降水量、蒸発量などの作物の用水量の検討に必要となる基礎的な資料が重要

であることは理解しており、収集に努めている。 

・中国の情報管理の現状から特定地域のデータ収集は難しいこと、臨時観測所の設置も水

害防止等の目的なら可能と思うが、農業の場合難しい点の理解を求められた。 

・灌漑施設の維持管理は、牧民による管理となるため、牧民自身による水管理、維持管理

が重要である。 

・水管理、維持管理については、重要性、必要性、普及の難しさは理解している。 

・中国側は、施設の維持管理が今後の課題であるとして、維持管理のパターンについて独

自に検討を始めたとのことである。 

① 1世帯管理：1井戸、農地：50ムー以下程度 

② 共同管理：数世帯～10世帯、農地：1,000ムー以下程度 
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一定の技術をもつ総括者を配置する 

③ 企業との連携管理：農地：1万ムー以下程度 

人口草地の開発と保全に積極的な企業の資金により施設を整備 

    

・実際に、プロジェクト対象の一部地域では、牧民水管理者協会を組織し、政府支援の下

人口草地や施設の維持管理を行い、受動的な牧民の維持管理の参加から能動的な参加に

変化し、官民両者の積極性がでてきているとのこと。 

・圃場レベルの営農に関する天然草地の改良は農業部の管轄であるが、営農による節水も

重要であることから、今後連携して取り組んで行く。 

・技術者・牧民に対する普及活動については、2008年8月と9月にそれぞれ新彊と雲南の技

術者向けの研修会を実施し、2008年10月には新彊のモデル地区の牧民に対する営農研修

を実施している。 

・今年度から、新彊ウイグル自治区水利庁と雲南自治区水利庁と共同で技術者研修を実施

するとともに、新彊のモデル地区の牧民を対象に、新彊農業大学の協力を得て営農研修

を実施している。 

 

４－３－２ 「整備計画」策定マニュアルについて 

・「整備計画」の対象となる牧区は、面積も広大であり地域ごとの特徴も異なり、水利施設の

違いも大きいため、牧区水利技術を系統立てたマニュアルが必要となっている。 

・このため、整備計画を策定するための総括的な「整備計画」の策定マニュアルを作成する

ことが必要とされている。 

・各牧区を管轄する地方自治政府においては、事業建設の技術体系が未整備であり、これら

の自治体間における事業主体及び施設運営管理の調整を行う必要がある。 

・マニュアルは、牧区節水灌漑整備（人工草地の建設）に関する技術を総括的、体系的に取

りまとめた技術書として位置づけ、技術の普及に大いに活用できるものとして、その策定

が進められている。 

・水利部の公式な承認を得るマニュアルとして整備されることから、技術と制度の両面から

持続性が確保されることとなり、技術移転の方法から施設、資機材の管理運営方法等に至

るまで、全国の牧区節水灌漑整備に携わる関係者への定着が見込まれている。 

・マニュアルとガイドラインの定義は以下と考えている。 

① 「マニュアル」：「整備計画」策定に係る手順に合わせて、策定に必要な原理、規定、

指標を簡潔にまとめた図書 

② 「ガイドライン」：守るべき規範やめざすべき目標と具体的な方向性を簡潔にまとめた

資料 

 

・マニュアルは、2008年12月に開催された『編集作業部会』で1次稿（素案）が作成された。 

・1次稿を各自治区の担当者に配布し意見徴収したことは、従来、牧区や草原を対象にしたこ

のようなマニュアルはなかったことから、地方の技術者への技術力の向上・研鑽の機会に

なると期待されている。 

・モデル地区における「整備計画」の検証については、現時点までの実証試験状況、試験結
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果データ等から、効果の検証についても3ヵ年の実証試験がまとまった段階で十分検証可能

と思われる。 

・マニュアルの内容が多岐の分野にわたることから、日本側専門家やC/Pだけでは対応できな

いため、中国の学術研究者の協力が得られる体制をとり、担当するC/Pにとって、資料の確

認、編集などを通じて技術レベルの向上につながっている。 

 

４－３－３ モデル事業区（実証試験）について 

（１）モデル事業区 

プロジェクトは、2事業モデル区を選定し、それぞれにプロジェクトモデル区を選定し

ている。以下にプロジェクトで作成した冊子「草原の生態環境保護節水灌漑施設の整備」

から概要を抜粋し記す。 

 

事業モデル区 プロジェクトモデル区 節水灌漑の実証試験 

内モンゴル自治

区 

9モデル牧戸 

・飼草料地面積： 

50～240ムー（平均125ム

ー） 

・草場面積： 

1,800～5,840ムー（平均：

3,607ムー） 

・ヒツジ（ヤギ）頭数： 

200～700頭（平均353頭）

・人口：3～18人（平均5.8

人） 

 

水源：地下水、井戸 

【節水手法】 

・土水路→ 低圧パイプラインに改善 

・ムー間・水盤灌漑 

→給水栓から直接又はチューブスプリンクラ

ーに改善 

【実証試験】 

① パイプライン 

② パイプライン＋チューブ灌水 

③ X①及び②のケースで灌水時間を30、50、

60、70、90、100％で試験を実施 

収集データ：水量、灌水時間、労働時間、作物

生産量 

新疆ウイグル自

治区 

1モデル区 

・飼草料地面積：5,000ムー

・人口：1,350人 

・ヒツジ：2万5,200頭 

・大畜2,095頭 

・ウシ：1,005頭 

水源：白楊河ダム（380万m3）、 

送水路（台形土水路17.8km） 

【節水手法】 

・水路施設：調整池下流はパイプラインが敷設

済み 

・水盤灌漑 → 自然圧固定式スプリンクラー

の新設 

【実証試験】 

① L170mの散水支管にスプリンクラーヘッド

20m間隔（正常灌水区） 

② 末端部において40m間隔にした部分（疎灌

水区） 

③ X①及び②のケースで灌水時間を50、70、

100％で試験を実施 

収集データ：水量、灌水時間、労働時間、作物

生産量 
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・モデル地区実証試験については、節水灌漑の効果の確実な検証を行う必要があることから、

現地C/Pと試験圃の牧民をメンバーとするモニタリングチームを設置している。 

・実証試験は2008年5月から開始し、モニタリングチームが主体的にデータ収集、集計作業等

を実施し、その結果を逐次センターのC/Pに報告する体制を取っている。 

・なお、内モンゴルモデル区の9戸モデル牧戸は、広範囲に分散していることや、水源となる

井戸を各牧戸が個別に所有、管理していることから、灌漑水量等の記録を直接牧民に依頼

し実施している。 

・このため、9牧民に対し、本プロジェクトの目的や意義についての説明、節水灌漑方式と試

験方法、データの記録方法などについて戸別の指導、研修を実施している。 

・農牧民が節水の効果を実感でき、普及促進の励みになる指標が必要である。電気代、労働

時間の軽減などが考えられる。 

※以下に中間レビュー調査団が現地調査した牧戸のみの概要を記す。 

 

（２）其登モデル牧戸（内モンゴル自治区） 

・モデル牧戸の現地状況は、以下のとおり。 

 

人口 

（人） 

労働力 

（人） 

ヒツジ 

（ヤギ） 

草地 

（ムー）

飼草 

料地 

井戸 

（m）

水面 

水位 

ポンプ 

（m3/h） 

流量 

（m3/h）

4 2 600 2,500 130 150 －50 80 70 

 

・作付状況：トウモロコシ70ムー 600kg/ムー 

ヒマワリ  70ムー 昨年200kg/ムー通常300～350kg/ムー 1.7元/500g 

アルファルファ 100ムー 

年収入 40～50万元（20万元貯金） 

・年間見学者は、200～300人程度ある。 

・灌漑施設のパイプライン化により、感覚的に節水効果は約5割と感じた。 

・維持管理は、冬期の凍結防止には管路内の水を抜く等、注意している。 

 

（３）紅衛モデル牧戸（内モンゴル自治区） 

・モデル牧戸の状況については、以下のとおりである。 

 

人口 

（人） 

労働力 

（人） 

ヒツジ 

（ヤギ） 

草地 

（ムー）

飼草 

料地 

井戸 

（m）

水面 

水位 

ポンプ 

（m3/h） 

流量 

（m3/h）

3 2 320 2,050 110 150 －30 50 40 

 

・作付状況：トウモロコシ 30ムー、ウリ 30ムー（1万元以上の収入） 

飼料作物 50ムー 

年収入 8～9万元 

・ポンプ電気代 3,000～4,000元、電気代は3割節約されたと実感。 

・ポンプの修理を行ったことがある。修理費（全額自費）1,000元。（補修内容不明） 
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（４）新規実証試験モデル地区（内モンゴル自治区） 

・内モンゴルモデル区の1年目の試験結果は、試験そのものに不慣れな面から、牧民が収穫

量が減ることを懸念し、試験計画どおりの節水をしなかったり、データの記録を忘れた

りといったことがありデータにばらつきがあった。 

・この反省から、2年目は1ヵ所で集中的に実証試験とデータ収集を行うこととして、新た

に約300ムーの試験圃場を設置することにしたものである。 

・新規実証試験モデル区において、塩ビ管によるチューブ灌漑の導入施工を行っている現

場を視察した。 

・塩ビ管の穴（多孔管化）は独自に行い、孔の間隔や配置について今後検討していくとの

こと。 

・施工に関する技術的指導が必要と思われる。 

 

４－３－４ 実施上の留意事項について 

・圃場レベルの管理として作物の成長に合わせた水管理の促進が需要であるとともに、農民

による作付けや灌水日などの日報の整理を行うことでより節水と営農の関連を実感させる

ことが重要である。 

・節水灌漑技術の移転にあたって、「畑地灌漑」分野、及び「灌漑施設整備」分野の短期専門

家の派遣を早急に実施する必要がある。 

・節水効果の実証について、基本的にパイプライン化及びスプリンクラー又はチューブ灌水

方式化による節水量を調査することとし、計画散水時間を変化させている。この点につい

て、計画散水時間は、作物が必要とする標準的な水量から算出されているものから、仮に

散水時間が50％で作物の収量が同じであれば節水水量は50％相当分としている。今後の調

査にあたり、50％相当分になったと想定される要因の分析も併せて検討する必要がある。 

・モデル地区はわずか2ヵ所に限られていることから、中国全土の広大な牧区を対象に実施す

る「牧区水利建設事業」を代表するようなモデル地区にはなり得ないことから、中国水利

部が全国牧区を対象に進めている「牧区水利建設事業」の調査、計画、施工、管理の各段

階でのデータを積極的に活用する必要である。 

 



付 属 資 料 

 

１．第2回合同調整委員会及び合同中間評価に係る協議議事録（M/M） 

 

２．評価グリッド 

 

３．モデル地区農牧民と技術者を対象とするアンケート調査結果、アンケート用紙 





























































































































  

中国草原における環境保全型節水灌漑モデル事業中間レビュー評価グリッド 
評価設問 5項目その

他の基準 大項目 小項目 

判断基準・ 

方法 

必要なデータ 情報源 データ収

集方法 

プロジェクトの実施は

対象地域・社会（間接と

直接裨益対象者の所在

地区、「保障計画」で指

定されている６つの重

点対象地域）のニーズに

合致しているか。 

・既設定上位目標、プロジェ

クト目標と対象地域・社会

の現状(ニーズ)との比較 

・上位目標、プロジェクト目

標と対象地域・社会のニー

ズとの因果関係が確認さ

れること。 

・６つの重点対象地域の経済・社

会・生態環境に関する統計デー

タ 

・モデル地区とモデル地区が属す

る県・旗の経済・社会・生態環

境に関する統計データ 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・新彊ウイグル自治区水利庁 

・内モンゴル自治区水利庁 

・木塁県水利局 

・杭錦旗水務局 

・新彊ウイグル自治区と内モンゴ

ルの統計年鑑 

・質問票調査 

・資料レビュ

ー 

妥当性 

 

このプロジェ

クトの実施が

必要であるか。 

プロジェクトの実施は

裨益対象者（直接と間

接、技術者と農牧民を含

む）のニーズに合致して

いるか。 

・上位目標、プロジェクト目

標と裨益対象者のニーズ

との比較 

・モデル地区農牧民に対するアン

ケート調査の結果、80％以上の

調査対象は本プロジェクトの

実施がニーズに合致すると答

えた。 

・研修受講者に対するアンケート

結果、80％以上が本プロジェク

トの実施がニーズに合致する

と答えた。 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・新彊ウイグル自治区水利庁 

・内モンゴル自治区水利庁 

・木塁県水利局 

・杭錦旗水務局 

・モデル地区農牧民 

・中央・自治区・県水利部門の技

術者 

・質問票調査 

・資料レビュ

ー 

 このプロジェ

クトの実施の

優先度が高い

か。 

わが国対中国援助政策

と JICA の国別事業実施

計画に合致しているか。

・上位目標、プロジェクト目

標とわが国対中国援助政

策と JICA の国別事業実施

計画内容との比較 

・わが国既存対中国援助政策の重

点分野における生態環境分野

の関連記述 

・JICA の中国事業実施計画の重

点分野における生態環境分野

の関連記述 

・外務省「対中国経済協力計画」

（平成 13 年 10 月） 

・JICA 国別事業実施計画 

・資料レビュ

ー 



  

評価設問 5項目その

他の基準 大項目 小項目 

判断基準・ 

方法 

必要なデータ 情報源 データ収

集方法 

  中国の開発政策に合致

しているか。 

・長期目標、上位目標、プロ

ジェクト目標と中国の生

態環境関連の整備計画及

び国家の中長期発展政策

との比較 

・中国政府の政策文書における生

態環境分野の位置づけを示す

関連記述 

・国家計画委員会「全国生態環境

建設計画」（1998 年 11 月） 

・「第 11 次 5 ヵ年計画」 

・水利部「『全国牧区草原生態保

護水資源保障 11.5 計画』の編成

に関する通知」（2005 年 8 月）

・資料レビュ

ー 

 

 

プロジェクト

の実施が手段

として妥当で

あるか。 

本プロジェクトのアプ

ローチとしての人工草

地における節水灌漑に

係るモデル的な整備手

法の導入が適切である

か。 

・プロジェクトの「問題分析」

と「目的分析」で導かれる

こと 

・重点対象地の生態環境の現状に

関する調査結果 

・地理状況 

・気候状況 

・水、土地資源状況 

・プロジェクトの「問題分析」と

「目的分析」のチャート 

・JICA 事前評価調査・実施協議

報告書 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・新彊ウイグル自治区水利庁 

・内モンゴル自治区水利庁 

・木塁県水利局 

・杭錦旗水務局 

・日本人専門家 

・資料レビュ

ー 

・質問票調査 

  対象地域の選定は適切

であるか。 

・モデル地区の主要指標は属

する上位地域（県・旗、地

区・盟、自治区）において

典型的（平均的）であるこ

と 

・モデル地区と上位地域における

1 世帯・1 人当たりの土地面積

・1 世帯・1 人当たりの家畜飼養

頭数（ウシ、ウマ、ヒツジ、ブ

タなど） 

・JICA 事前評価調査・実施協議

報告書 

・新彊ウイグル自治区水利庁 

・内モンゴル自治区水利庁 

・木塁県水利局 

・資料レビュ

ー 

・質問票調査 

    ・1 世帯・1 人当たりの年収 

・人口の民族構成と生計手段別構

成 

・地理、気候、資源状況 

・杭錦旗水務局  



  

評価設問 5項目その

他の基準 大項目 小項目 

判断基準・ 

方法 

必要なデータ 情報源 データ収

集方法 

  ターゲットグループ（直

接裨益対象者）の選定は

適切であるか。公平性の

観点から妥当であるか。

・プロジェクト成果がターゲ

ットグループ（直接裨益対

象者）から間接裨益対象者

への波及性があること 

・中国灌漑排水発展センターの組

織概要と技術者状況に関する

資料 

・全国 6 つの重点対象地及びモデ

ル地区の水利行政機関と技術

者状況に関する資料 

・全国 6 つの重点対象地及びモデ

ル地区人口と農牧民実態に関

する資料 

・6 つの重点対象地の統計年鑑 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・新彊ウイグル自治区水利庁 

・内モンゴル自治区水利庁 

・木塁県水利局 

・杭錦旗水務局 

・資料レビュ

ー 

・質問票調査 

日本の技術の優位性及

びこの技術の中国の開

発政策との整合性はあ

るか。 

・中国にとって日本技術の特

殊性・実用性があること 

・中国の開発政策において当

該技術の必要性への言及

があること 

・中国側の技術者からの評価 

・中国で現在実施中のその他類似

モデル事業と本プロジェクト

との関係 

・政府の公式発表の政策文書 

・JICA 事前評価調査・実施協議

報告書 

・「全国生態環境建設計画」 

・「『全国牧区草原生態保護水資源

保障 11.5 計画』の編成に関する

通知」（2005 年 8 月） 

・農牧業と環境生態関連学界誌 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・日本人専門家 

・資料レビュ

ー 

・質問票調査 

  

他ドナーの援助スキー

ムとの協調性や相乗効

果はあるか。 

・同分野における他ドナーの

類似スキームとの比較 

・世界銀行、アジア開発銀行、

UNDP、GTZ の中国援助の類似

スキーム 

 

 

・各機関のウェブサイト 

・各機関の北京事務所 

・水利部→科技部 

・資料レビュ

ー 

・質問票調査 



  

評価設問 5項目その

他の基準 大項目 小項目 

判断基準・ 

方法 

必要なデータ 情報源 データ収

集方法 

有効性 

 

プロジェクト

目標は明確か 

プロジェクトの目標に

ついて適切な指標・目標

値が設定されているか。

・設定された指標と目標値が

検証可能であること 

・最新版の PDM に示されたプロ

ジェクト目標と指標・目標値 

・プロジェクト目標と指標・目標

値の設定（改定）に関する理由

の説明 

・JICA「事前評価調査・実施協議

報告書」 

・JICA「運営指導調査報告書」 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・資料レビュ

ー 

・質問票調査 

「整備計画」策定マニュ

アルが出版される見通

しはあるか 

・策定マニュアルの中間成果

と今後スケジュールの確

認 

・公式認定に向けての準備作

業の確認 

・策定マニュアルの中間成果と今

後のスケジュール 

・公式認定に向けての準備作業の

関連書類 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

 

・質問票調査  本プロジェク

トがめざして

いる重点対象

地域における

普及可能なモ

デル的な「整備

計画」策定手法

の確立という

目標は達成さ

れ（てい）るか 

モデル地区ヒツジ1頭当

たりの人口草地におい

て生産された飼料への

依存量の目標が達成す

る見通しはあるか 

・現在の指標と既設定目標値

との比較 

 

・終了時予測値と既設定目標

値との比較 

・ヒツジ 1 頭当たりの人口草地に

おいて生産された飼料への依

存量指標値の実施前後のデー

タ 

・終了時達成可能のヒツジ 1 頭当

たりの人口草地において生産

された飼料への依存量の予測

値 

・JICA「事前評価調査・実施協議

報告書」 

・JICA「運営指導調査報告書」 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・新彊ウイグル自治区水利庁 

・内モンゴル自治区水利庁 

・木塁県水利局 

・杭錦旗水務局 

・資料レビュ

ー 

・質問票調査 

  研修コンテンツの作成

が完成し、水利部によっ

て公式認定され出版さ

れる見通しはあるか。 

・プロジェクト実施開始以来

の進捗状況の確認 

・中間成果に対する評価がよ

いこと 

 

・研修コンテンツの中間成果と今

後の作業スケジュール 

・中間成果に対する技術者の評価

 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・灌漑排水発展センターの技術者

・質問票調査 



  

評価設問 5項目その

他の基準 大項目 小項目 

判断基準・ 

方法 

必要なデータ 情報源 データ収

集方法 

   ・水利部公式認定に向けての

準備作業の確認 

・水利部公式認定に向けての準備

作業の関連書類 

  

「整備計画」策定マニュ

アルが作成された（てい

る）か 

・「整備計画」策定マニュア

ルが「保障計画」の実施に

必要な主要項目を含めて

いること 

・完成されたマニュアルの内容 

（中間成果又は最終成果） 

 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

 

・質問票調査  プロジェクト

のアウトプッ

トの結果がも

た ら さ れ た

（る）か モデル地区において「整

備計画」の効果が検証さ

れたか 

・農牧民節水意識の向上が確

認されたこと（実施前後の

比較） 

・節水確認手法の有効性及び

節水効果が検証されたこ

と 

 

・プロジェクト実施前より意識が

向上した人数の x％を示す調査

結果 

・節水効果の測定方法が有効とい

う検証の結果 

・内モンゴルのモデル地区におい

て管水路の導入により従来に

比して消費水量が x％減少した

というモニタリングの結果 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・新彊ウイグル自治区水利庁 

・内モンゴル自治区水利庁 

・木塁県水利局 

・杭錦旗水務局 

・以上各水利庁・局の研修受講者

 

 

・質問票調査 

    ・新彊のモデル地区において農業

が再開されることにより既存

水源の x％以上が有効活用され

ることによる節水効果の検出 

  

   ・農牧業の生産性の改善が検

証されたこと 

・内モンゴルのモデル地区におい

て灌漑効率が改善し、灌漑可能

面積が x％以上になったという

モニタリングの結果 

  



  

評価設問 5項目その

他の基準 大項目 小項目 

判断基準・ 

方法 

必要なデータ 情報源 データ収

集方法 

    ・内モンゴルのモデル地区におけ

る実証試験結果の適用により、

1 ムー当たりの電気代が x％減

少し、現行の土水路整備などに

要していた1ムー当たりの労働

時間が y％減少したというモニ

タリング結果 

  

    ・新彊のモデル地区において 1 ム

ーあたりの収穫量が x％以上に

なったというモニタリング結

果 

  

    ・1人当たり農牧業純収益額が x％

増加したというモニタリング

結果 

  

研修員受入のアウトプ

ット見込みはコストに

見合うか 

効率性 

 

プロジェクト

目標とアウト

プットの達成

度はコストに

見合うか。 

 

専門家（長期・短期）派

遣のアウトプット見込

みはコストに見合うか。

・他のドナーが実施した類似

プロジェクトとの比較 

・中国政府が実施した類似プ

ロジェクトとの比較 

・他ドナーが実施した類似プロジ

ェクトの例 

・中国政府が実施した類似プロジ

ェクトの例 

・世界銀行、アジア開発銀行、GTZ

などの北京事務所 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・JICA 中国事務所 

・日本人専門家 

・質問票調査 

  

 

機材投入のアウトプッ

ト見込みはコストに見

合うか。 

 

    



  

評価設問 5項目その

他の基準 大項目 小項目 

判断基準・ 

方法 

必要なデータ 情報源 データ収

集方法 

 プロジェクト

の投入はタイ

ミングよく実

施されたか。 

 ・プロジェクト実施の進捗状

況と実施計画（PO）との比

較 

・PO 

・事業進捗報告書 

・専門家出張報告書 

・JICA 本部 

・JICA 中国事務所 

・日本人専門家 

・資料レビュ

ー 

・質問票調査 

インパクト 重点対象地域

における天然

草地への放牧

圧力の軽減と

いう上位目標

の達成が見込

まれるか。 

 ・「整備計画」に基づく最適

な節水灌漑システムによ

る営農（牧畜）が重点対象

地域にも行われると見込

まれること 

・モデル地区以外の重点対象地域

からの研修受講者の受講状況 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・質問票調査 

 上位目標の達

成は水利部の

「保障計画」の

実現に貢献で

きるか。 

 ・上位目標と「保障計画」の

生態環境整備目標との整

合性が確認されること 

・「保障計画」における生態環境

整備目標の関連記述 

・水利部「保障計画」 ・資料レビュ

ー 

 上位目標に至

るまでの外部

条件への影響

はあるか。 

本プロジェクトの実施

はジェンダーの格差の

解消又は拡大に影響を

及ぼす（した）か。 

・女性の意見を十分取り入れ

ていること 

・女性の積極的な参加が見ら

れたこと 

・本プロジェクトの実施と実施効

果に対する女性の評価 

・木塁県と杭錦旗モデル地区の女

性農牧民 

・聞き取り 

  生態環境に対する予期

しなかった他の影響は

あるか。 

 ・実施機関・関係省庁の見解 

・モデル地区、重点対象地域の行

政部門、農牧民の見解 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・新彊ウイグル自治区水利庁 

・内モンゴル自治区水利庁 

・聞き取り 



  

評価設問 5項目その

他の基準 大項目 小項目 

判断基準・ 

方法 

必要なデータ 情報源 データ収

集方法 

・木塁県水利局 

・杭錦旗水務局 

・モデル地区農牧民 

 上位目標の達

成に影響する

外部条件はあ

るか。 

囲い込み飼育、輪牧、休

牧、禁牧などの政策が持

続的に実施されている

か。 

・中央政府と各重点対象地の

省・自治区政府の政策文献

でこの政策の持続的な実

施が指摘されていること。

・最新の関連記事により実施

の継続が示されたこと 

・農業部と各地方政府が発表した

最新の政策文献 

・新聞などマスコミにおける関連

記事 

・インターネット 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・新彊ウイグル自治区水利庁 

・内モンゴル自治区水利庁 

・木塁県水利局 

・杭錦旗水務局 

・資料レビュ

ー 

・質問票調査 

  水利部が本プロジェク

トの研修を受けた技術

者以外の重点対象地域

の技術者に対する研修

を行う予定はあるか。 

・水利部の担当者により確認

されること 

・水利部の担当者による確認 ・水利部 ・質問票調査 

  研修を受けた技術者が

所属する水利庁などが

整備計画に基づいた人

口草地の整備を推進し

ているか。 

・新彊ウイグル自治区と内モ

ンゴル自治区水利庁担当

者により確認されること 

・新彊ウイグル自治区と内モンゴ

ル自治区水利庁担当者による

確認 

・新彊ウイグル自治区と内モンゴ

ル自治区水利庁 

・質問票調査 

  農牧民が整備計画に基

づいて整備された人口

草地で営農（牧畜）を行

っているか。 

・モデル地区の県水利局、農

業局、牧畜局により確認さ

れること 

・モデル地区の県水利局、農業局、

牧畜局による確認 

・木塁県水利局 

・杭錦旗水務局 

・質問票調査 



  

評価設問 5項目その

他の基準 大項目 小項目 

判断基準・ 

方法 

必要なデータ 情報源 データ収

集方法 

自立発展性 プロジェクト

目標と上位目

標がめざして

いる効果は援

助終了後も持

続するか。 

プロジェクト目標重点

対象地における「整備計

画」策定手法の確立とい

う効果及び上位目標が

めざしている天然草地

に対する放牧圧力の軽

減効果は持続するか。 

・プロジェクト実施機関であ

る水利部灌漑排水発展セ

ンターが組織としての健

全性、持続性が確認される

こと 

・モデル地区、重点対象地域

の行政部門のオーナーシ

ップが確保されること 

・中央政府からの持続的な財

政投入（支援）が確保でき

ること 

・今後も環境と社会に対する

悪影響がないこと 

・技術研修が今後も継続的に

行われること 

・実施機関・関係省庁の見解 

・モデル地区、重点対象地域の行

政部門、農牧民の見解 

・中国水利部、灌漑排水発展セン

ター 

・新彊ウイグル自治区水利庁 

・内モンゴル自治区水利庁 

・木塁県水利局 

・杭錦旗水務局 

・モデル地区農牧民 

・聞き取り 
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モデル地区農牧民と技術者を対象とするアンケート調査結果 

 

１．調査実施期間 

（１）木塁県：  2009 年 4 月 14 日～18 日 

（２）杭錦旗：  2009 年 4 月 20 日～24 日 

 

２．調査実施の目的 

（１）モデル地区農牧民の経済状況、ニーズ及び本プロジェクトの成果に対する満足度 

（２）本プロジェクトで実施された研修活動に対するモデル地区水利技術者の評価 

 

３．アンケート結果の整理 

（１） アンケート調査対象の内訳 

 アンケート調査対象は合計 53 名、そのうち、農牧民 33 名、技術者 20 名。農牧民のう

ち、杭錦旗 9名、木塁県 24 名、技術者のうち、杭錦旗 9名、木塁県 11 名が含まれている。 

 

表１ アンケート調査対象の内訳 

  農牧民 技術者 

杭錦旗 9 9 

木塁県 24 11 

合計 33 20 

  注：農牧民の 33 名は 33 戸と見なすことができるため、以下、農牧民調査対象者の単位は戸とする。 

 

（２）農牧民調査対象の収入源による分類 

 調査対象である農牧民 33 戸のうち、生計が完全に牧畜業に依存するものは 24 戸（純牧

畜業）、農業と牧畜業を共に収入源とするものは 9 戸（半農半牧業）が入っており、純牧

畜業の24戸は全て木塁県の農牧民、半農半牧業の9戸は全て杭錦旗の農牧民世帯である。 

 

表２ 農牧民調査対象の収入源による分類 

  調査対象数 % 純牧畜業 % 半農半牧業 % 

杭錦旗 9 100 0 0 9 100

木塁県 24 100 24 100 0 0

 

（３）農牧民調査対象の羊飼育頭数 

 杭錦旗の調査対象 9 戸は全て 200 頭以上の羊を飼育し、そのうち、200～299 頭の世帯

は 2戸、300～399 頭の世帯は 4戸、400 頭以上の世帯は 3戸となっている。これに対して、

木塁県の調査対象 24 戸は全て 200 頭未満の持ち主であり、そのうち、100 頭未満の世帯

は 14 戸、100～199 頭の世帯は 10 戸、杭錦旗の調査対象に比し、羊の飼育規模が小さい。 

 

表３ 農牧民調査対象の羊飼育規模 

 
調査対

象数 
% 

100 頭 

未満 
% 100~199頭 % 200~299頭 % 300~399頭 % 

400 頭

以上
% 

杭錦旗 9 100 0 0.0 0 0.0 2 22.2 4 44.4 3 33.3 

木塁県 24 100 14 58.3 10 41.7 0  0 0.0 0 0.0 
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（４）農牧民調査対象の所得状況 

 上述した羊飼育規模と関連して、杭錦旗の調査対象の所得水準も木塁県より高く、9 戸

のうち、過去 3 年間平均純収入が 2 万～4 万元未満と 4 万～6 万元未満の世帯は各 1 戸、6

万～8 万元未満は 4 戸、8 万元以上の世帯は 3 戸である。これに対して、木塁県調査対象

の 24 戸は全て年収 4 万間未満、そのうちの 21 戸は 2 万元未満である。純牧畜業世帯が長

年の放牧生活に慣れてきて、定住化した後もなお農業経営に不慣れな面が多いことは、木

塁県調査対象の所得が杭錦旗の調査対象より遥かに低いことの主な原因と思われる。もっ

とも、定住化してから日が浅いこともあり、今後徐々に新しい生活環境に適応していくに

つれて、木塁県農牧民の所得水準がしだいに改善してくるものと期待される。 

 

表４ 農牧民調査対象の所得状況（過去 3年間平均値） 

 
調査対

象数 
% 

2 万元

未満 
% 

2 万~4 万

元未満 
% 

4 万~6 万

元未満 
% 

6 万~8 万

元未満 
% 

8 万元

以上 
% 

杭錦旗 9 100 0 0.0 1 11.1 1 11.1 4 44.4 3 33.3 

木塁県 24 100 21 87.5 3 12.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

 

（５）農牧民調査対象の主な悩み 

 杭錦旗調査対象の５割以上は農業施設（水利灌漑を含む）の不備を最大の悩みとしてい

るのに対して、木塁県の調査対象の 7割が飼草料の不足を問題視している。また、杭錦旗

と木塁県の調査対象ではそれぞれ 11％と 25％の回答者が水資源の欠乏を最大の悩みとし

て挙げている。実際、これら 3つの問題は密接に関連しあうものであり、また、これらの

問題点こそ本プロジェクトのプロジェクト目標と上位目標が解決を目指しているもので

ある。 

 

表５ 農牧民調査対象の主な悩み 

  調査対象数 % 農業施設の不備 % 飼草料の不足 % 水資源の欠乏 % 

杭錦旗 9 100 5 55.6 3 33.3  1 11.1 

木塁県 24 100 1 4.2 17 70.8  6 25.0 

合計 33 100 6 18.2 20 60.6 7 21.2

 

（６）本プロジェクトの実施に対する農牧民調査対象の評価 

 本プロジェクトの実施が農牧民にとって「役に立つか」との質問に対し、杭錦旗の調査

対象は全員「役に立つ」と答え、木塁県の調査対象では「大変役に立つ」、「役に立つ」と

答えたのはそれぞれ 6 割弱と 4 割弱である。両モデル地区の調査対象の合計による回答結

果では、「大変役に立つ」と「役に立つ」の回答者数 32 戸で全体の 97％となり、この結

果から、97％の回答者は本プロジェクトの実施が農牧民のニーズに応えていると評価した

という結論が導かれる。 

 

表６ 本プロジェクトの実施に対する農牧民調査対象の評価 

  調査対象数 % 大変役に立つ % 役に立つ % あまり役に立たない % 

杭錦旗 9 100 0 0.0 9 100.0 0 0.0 

木塁県 24 100 14 58.3 9 37.5 1 4.2 

合計 33 100 14 42.4 18 54.5 1 3.0
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（７）人工草地から供給された飼草料の 2 年前との比較 

 本プロジェクトの実施により造成された人工草地から供給された飼草料が 2 年前より

増えたかとの質問に対して、調査対象の全員は「増加した」と答えた。木塁県のある農牧

民は、2 年前まで飼料草が足りなかったため、毎年農業地域から飼草料を購入するコスト

が 2万元にのぼったが、本プロジェクトの実施により、昨年から自家栽培の飼草料が余る

ようになり、現在もはや農業地域から飼草料を買う必要がなくなったと回答した。 

 

表７ 人工草地から供給された飼草料の 2 年前との比較 

  調査対象数 % 増加 % 横ばい % 減少 % 

杭錦旗 9 100 9 100.0 0 0.0  0 0.0 

木塁県 24 100 24 100.0 0 0.0  0 0.0 

 

（８）人工草地での営農活動の有無 

 調査対象の全員は本プロジェクトで造成された人工草地で営農活動を行っていると答

えた。 

表８ 人工草地での営農活動の実施状況 

  調査対象数 % はい % いいえ % 

杭錦旗 9 100 9 0.0 0 0.0  

木塁県 24 100 24 100.0 0 0.0  

 

（９）所属県（旗）または自治区政府部門の技術者からの指導を受ける状況 

 調査対象の全員は技術者の指導を受けたと答えた。 

 

表９ 技術者から技術指導を受ける状況 

  調査対象数 % はい % いいえ % 

杭錦旗 9 100 9 100.0 0 0.0  

木塁県 24 100 24 100.0 0 0.0  

 

（１０）技術者の技術指導に対する評価 

 技術者から受けた技術指導が「役に立つか」という質問に対して、杭錦旗の調査対象の

全員が「役に立つ」と答え、木塁県の調査対象のうち、「大変役に立つ」と答えたのは 83.3％、

「役に立つ」と答えたのは残り 16.7％で、全員肯定的な評価を与えた。とりわけ木塁県の

調査対象の満足度が高い。 

 

表１０ 技術者の技術指導に対する評価 

  調査対象数 % 大変役に立つ % 役に立つ % あまり役に立たない % 

杭錦旗 9 100 0 0.0 9 100.0 0 0.0 

木塁県 24 100 20 83.3 4 16.7 0 0.0 

合計 33 100 20 60.6 13 39.4 0 0.0

 

（１１）本プロジェクトの研修活動に対する技術者の評価 

 本プロジェクトの技術者向け研修活動への評価の関連質問に対し、杭錦旗の 9 名と木塁

県の 11 名の調査対象は全員「役に立つ」ないし「大変役に立つ」と回答した。そのうち、

杭錦旗の 1 名と木塁県の 7 名が「大変役に立つ」と答え、「役に立つ」と答えたのは杭錦
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旗の 8 名と木塁県の 4 名である。したがって、本プロジェクトの研修活動が技術者のニー

ズに応えていると理解される。 

 

表１１ 本プロジェクトの研修活動に対する技術者の評価 

 
調査対

象数 
% 

大変役

に立つ 
% 役に立つ % まあまあ % 

余り役に

立たない 
% 

役に立

たない
% 

杭錦旗 9 100 1 11.1 8 88.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0

木塁県 11 100 7 63.6 4 36.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

合計 20 100 8 40.0 12 60.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

 

（１２）技術者向け研修の内容に対する技術者の満足度 

 本プロジェクトの研修で使用した教材など研修の内容に対する満足度の関連質問に対

し、全調査対象のうち、「満足」と「とても満足」と答えたのはそれぞれ 9 名で 45％、合

計 90％を占める。「まあまあ」と答えたのは 2 名で全体の 1 割である。このような結果か

ら、本プロジェクトの研修は概ね研修対象のニーズに応えているが、内容の編集について

は更に改善する余地があることが読み取れる。 

 

表１２ 本プロジェクトの技術者向け研修の内容に対する技術者の満足度 

 
調査対

象数 
% 

とても

満足 
% 満足 % まあまあ % 

余り満足

できない 
% 

満足で

きない
% 

杭錦旗 9 100 1 11.1 6 66.7 2 22.2 0 0.0 0 0.0

木塁県 11 100 8 72.7 3 27.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

合計 20 100 9 45.0 9 45.0 2 10.0 0 0.0 0 0.0 
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別紙１     モデル地区農牧民向けアンケート調査表 

 

 

１．基本状況 

時間：     年     月      日 

場所：     自治区      地区（盟）     県（旗）       村 

調査対象者姓名：           性別：         年齢： 

世帯主姓名：             性別：         年齢： 

家族の構成： 

 

 

 

 

２．質問項目 

 

（１） 家族の主な収入源は？ 

 

（２） 営農の場合、種類別作物栽培面積は？ 

 

（３） 牧畜業の場合、種類別家畜の飼養頭数は？ 

 

（４） 過去３年間の年間収入と内訳は？ 

 

（５） これまでの営農と牧畜業経営活動において困ったと感じたのは何か？ 

 

（６） 営農と牧畜業の経営にとって改善して欲しいものは何か？ 

 

（７） 現在実施中の人工草地における節水灌漑整備手法モデルプロジェクトは貴方のニ

ーズの満足に役立つか。 

 

（８） 人工草地の整備により、家畜に必要な飼料の供給が２年前より増えたか。今後も

っと増えると思うか。 

 

（９） 人工草地の上で営農（牧畜）しているか。 

 

（10） 県（旗）又は自治区政府部門の技術者から節水灌漑などの技術指導を受けている

か。いつから指導を受け始めたか。どのくらいの頻度で受けているか。これは役

に立つと思うか。 

 



 －102－

別紙２     技術者向けアンケート調査表 

 

 

１．基本状況 

時間：     年     月      日 

所属機関：              肩書き： 

調査対象者姓名：           性別：         年齢： 

教育程度： 

 

 

２．質問項目 

 

（１） 所属する機関技術者は何名いるか？ 

 

（２） これまで本プロジェクト以外の別の事業にかかる研修を受けたか。回数と事業名

は？ 

 

（３） 本プロジェクトの研修はどう思うか。（回答を選択） 

 ①大変役に立つ ②役に立つ ③まあまあ ④あまり役に立たない ⑤全然役に立た

ない 

 

（４） 以上の回答の理由は？ 

 

（５） これまで受けたほかの研修と比べて本プロジェクトの研修は特色があるか？ある

と思った場合、どのような特色があるか？ 

 

（６） 本研修のコンテンツの編集はどう思うか？（回答を選択） 

① 大変よくできた ②よくできた ③まあまあ ④あまりよくできていない 

⑤ 全然よくできていない 

 

（７） 以上の回答の理由は？ 

 

（８） 本プロジェクトで導入している日本の人工草地節水灌漑整備手法について日本の

特色があると思うか？あると思った場合、どの点において特色があると思うか？ 

 

（９） 貴機関において人工草地の「整備計画」の作成に着手したか？又は、これから着

手する予定であるか？ 

 

（10） 本プロジェクトが目指している重点対象地域での普及可能なモデル的な「整備計

画」の策定手法の確立という目標は達成されると思うか。 
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